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第 ２ 回   熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

平成25年４月24日(水曜日) 

            午後１時１分開議 

            午後２時45分休憩 

            午後２時52分開議 

            午後４時５分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成25年度主要事業及び新規事業の説明 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

                委 員 長 浦 田 祐三子 

        副委員長 東   充 美 

                委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 井 手 順 雄 

委  員 小早川 宗 弘 

委  員 森   浩 二 

委  員 磯 田   毅 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

環境生活部 

          部長 谷 﨑 淳 一 

        環境局長 村 山 栄 一 

      県民生活局長 佐 藤 祐 治 

      首席審議員兼 

      環境政策課長 宮 尾 千加子 

     水俣病保健課長 田 中 義 人 

     水俣病審査課長 中 山 広 海 

    環境立県推進課長 福 田   充 

      環境保全課長 松 田 隆 至 

      自然保護課長 江 上 憲 二 

     廃棄物対策課長 坂 本 孝 広 

      首席審議員兼 

    公共関与推進課長 中 島 克 彦 

  くらしの安全推進課長 石 﨑 尚 喜 

      消費生活課長 杉 山 哲 恵 

 男女参画・協働推進課長 大 谷 祐 次 

    人権同和政策課長 中 富 恭 男 

 商工観光労働部 

          部長 真 崎 伸 一 

      政策審議監兼 

      商工政策課長 出 田 貴 康 

      商工労働局長 森 永 政 英 

     新産業振興局長 高 口 義 幸 

    観光経済交流局長 松 岡 岩 夫 

    商工振興金融課長 伊 藤 英 典 

      労働雇用課長 下 村 弘 之 

    産業人材育成課長 古 森 美津代 

      産業支援課長 奥 薗 惣 幸 

   エネルギー政策課長 山 下 慶一郎 

      企業立地課長 寺 野 慎 吾 

      首席審議員兼 

        観光課長 渡 辺 純 一 

        国際課長 磯 田   淳 

くまもとブランド推進課長 成 尾 雅 貴 

 企業局 

          局長 河 野   靖 

   総括審議員兼次長兼 

      総務経営課長 古 里 政 信 

        工務課長 福 原 俊 明 

 労働委員会事務局 

          局長 西 岡 由 典 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 左 座   守 

   政務調査課課長補佐 春 日 潤 一 

――――――――――――――― 

  午後１時１分開議 

○浦田祐三子委員長 それでは、ただいまか

ら第２回経済環境常任委員会を開会いたしま

す。 
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 開会に当たりまして、一言御挨拶を申し上

げます。 

 第１回委員会におきまして、委員長に選任

をいただきました浦田祐三子でございます。 

 東副委員長とともに、円滑な委員会の運営

ができるように、この１年間務めてまいりた

いと思いますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

 委員の皆様におかれましては、御指導、御

鞭撻を賜りますように、心からお願い申し上

げます。また、環境生活部長、そして商工観

光労働部長、企業局長、労働委員会事務局長

を初めとする執行部の皆様方におかれまして

も、御協力のほど何とぞよろしくお願い申し

上げます。 

 簡単ではございますが、御挨拶にかえさせ

ていただきます。 

 続いて、東副委員長から御挨拶をお願いい

たします。 

 

○東充美副委員長 副委員長の東充美でござ

います。 

 今後１年間、浦田委員長を補佐しながら、

円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思い

ます。 

 委員各位、それから執行部の方々の御協

力、よろしくお願い申し上げます。 

 簡単ですが、御挨拶にかえます。よろしく

お願いします。 

 

○浦田祐三子委員長 本日は、執行部を交え

ての初めての委員会でありますので、幹部職

員の自己紹介をお願いしたいと思います。 

 なお、自己紹介は、課長以上について自席

からお願いします。 

 また、審議員及び課長補佐については、お

手元にお配りをいたしております説明資料中

の役付職員名簿により、紹介にかえたいと思

います。 

 それでは、谷﨑環境生活部長から順にお願

いいたします。 

  （谷﨑環境生活部長～西岡労働委員会事

務局長の順に自己紹介) 

○浦田祐三子委員長 では、１年間このメン

バーで審議を行いますので、よろしくお願い

いたします。 

 それでは、主要事業等の説明に入ります

が、質疑については、執行部の説明を求めた

後に、一括して受けたいと思います。また、

執行部の説明は、着座のままわかりやすく簡

潔に行ってください。 

 それではまず、谷﨑環境生活部長から総括

説明を受け、続いて、各課長から、平成25年

度主要事業及び新規事業説明資料に従い、説

明をお願いいたします。 

 以下、商工観光労働部、企業局、労働委員

会事務局の順にお願いをいたします。 

 それでは、谷﨑部長お願いいたします。 

 

○谷﨑環境生活部長 平成25年度の環境生活

部の概要の御説明に先立ちまして、水俣病に

関する最高裁判決について御報告を申し上げ

ます。 

 去る４月16日、最高裁から２つの訴訟の判

決が言い渡されました。お一人の訴えに対す

る判決は、県の上告を棄却し認定を義務づけ

るというもので、先日認定をいたしたところ

でございます。また、もう一人の訴えに対す

る判決は、高裁へ破棄、差し戻しをするとい

うものでございました。判決内容につきまし

ては、後ほど御報告を詳細にさせていただき

たいと思っております。 

 今後の県の対応につきましては、法律解釈

の権限を有する環境省に判断を求めながら対

応してまいりたいと考えております。 

 それでは、平成25年度の環境生活部の組織

機構及び主要事業、新規事業につきまして御

説明を申し上げます。 

 平成25年度組織機構図及び役付職員名簿の

１ページをお開きいただきたいと思います。 
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 初めに、組織機構につきまして説明させて

いただきます。 

 当部は、環境局、それから県民生活局の２

局体制で、２局12課１課内室及び２出先機関

で、職員数は、本庁188名、出先機関13名の

合わせて201名となっております。 

 昨年度からの変更点としまして、本年10月

７日から11日まで熊本市及び水俣市で開催さ

れます水銀に関する水俣条約外交会議に対

し、開催地として協力し支援していくため、

本年４月１日に環境政策課内に水俣条約外交

会議推進室を設置いたしております。 

 なお、２ページから９ページまで、当部の

役付職員名簿及び事務分掌となっておりま

す。 

 平成25年度主要事業及び新規事業の１ペー

ジをお開きいただきたいと思います。 

 平成25年度の当初予算でございますが、一

般会計では、幸せ実感くまもと４カ年戦略に

掲げた当部関係の目標を実現していくための

施策を主眼に予算を計上しております。総額

としましては、183億8,900万円余となってお

ります。 

 その主な内容でございますが、まず、水俣

病対策につきましては、水俣病被害者救済特

別措置法に基づく救済措置に係る申請の判定

業務に全力を挙げて取り組んでまいります。

また、高齢化が進む胎児性・小児性患者の方

々やその御家族が住みなれた地域で安心して

暮らしていただけるよう福祉サービスの充実

を図るとともに、公害健康被害の補償等に関

する法律に基づく認定業務にも引き続き取り

組んでまいります。 

 また、ことし10月に開催されます水銀に関

する水俣条約外交会議が円滑に運営されるよ

う開催地として必要な支援を行ってまいりま

すとともに、水俣病問題の歴史や教訓を初

め、再生に取り組む水俣を世界に向けて発信

してまいります。 

 次に、百年の礎を築く取り組みのうち、環

境を豊かにするための取り組みにつきまして

は、まず、豊かな自然環境と水産資源を有す

る有明海、八代海の再生に向けた取り組みを

強化するために、国や市町村、ＮＰＯなどと

連携して海域環境の保全に努めてまいりま

す。また、ラムサール条約湿地に登録された

荒尾干潟に関連して、生物多様性保全の普及

啓発や環境教育にも取り組んでまいります。 

 また、県民総ぐるみによる地球温暖化対策

とエコ活動のさらなる推進を図るため、環境

に配慮した熊本らしいライフスタイルやビジ

ネススタイルが地域に定着していくよう、具

体的な日常の行動について普及啓発を行い、

県民総ぐるみでのエコ活動の実践につなげて

まいります。 

 さらに、廃棄物対策の推進を図るため、南

関町に建設を予定しております公共関与によ

る最終処分場を全国のモデルとなる安全な施

設として建設し、将来にわたって適正に運営

していくために、事業主体である熊本県環境

整備事業団に対して、必要な財政支援を行い

ます。また、周辺環境の整備など処分場を中

心とした地域の振興にも取り組んでまいりま

す。 

 次に、百年の礎を築く取り組みのうち、悠

久の宝の継承の取り組みにつきましては、水

の国くまもとづくりを推進するため、関係部

局、市町村、くまもと地下水財団、民間事業

者との協働による地下水保全対策や県内外へ

の熊本の水の魅力の発信等に取り組んでまい

ります。 

 次に、安心を実現する取り組みのうち、人

が人として互いに尊重される安全、安心な熊

本の実現に向けた取り組みにつきましては、

犯罪や交通事故から暮らしを守るため、地域

の住民や事業者、ボランティア団体等との連

携促進を図り、地域のきずなづくりを支援し

てまいります。 

 また、男女共同参画を推進するために、性

別にかかわりなく、誰もがその個性と能力を
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十分に発揮することができる社会の実現に向

けまして、第３次熊本県男女共同参画計画に

基づき、具体的目標設定を行い、県民や事業

者、市町村と連携を図り、総合的かつ計画的

に取り組みを進めてまいります。 

 さらに、消費者の暮らしを守るために、市

町村において、広域連携などによる相談機能

の強化を図り、高齢者等の消費者被害の未然

防止のための見守りネットワークの構築を支

援してまいります。また、学校や地域におけ

る消費者教育を推進し、事業者に対する指導

を徹底して消費者保護の強化を図ってまいり

ます。 

 次に、平成25年度熊本県のチッソ株式会社

に対する貸し付けに係る県債償還等特別会計

予算でございますが、チッソ県債に係る元利

償還金等の年間所要額を計上しており、その

総額といたしましては、98億100万円余とな

っております。 

 以上、一般会計と特別会計を合わせまし

て、当部の予算総額は281億9,100万円余とな

ります。 

 このほか、水俣病対策の状況等につきまし

て、先ほど申し上げましたように御報告させ

ていただきます。 

 以上が当部の概要でございますが、詳細に

つきましては、関係各課長が説明いたします

ので、よろしく御審議のほどお願い申し上げ

ます。 

 

○宮尾環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 主要事業及び新規事業の資料の２ページを

お願いいたします。 

 水俣病問題の解決に向けた対策の推進で、

チッソへの金融支援についてでございます。 

 １でございますが、まず、チッソ株式会社

に対する金融支援の経緯でございますが、汚

染原因者負担の原則、ＰＰＰと申しますが、

これを堅持しつつ、水俣病患者に対する補償

金の支払いに支障がないよう、昭和53年度以

降、患者補償、また、平成６年度からは設備

県債、さらに、平成７年度の政治解決に伴い

ます一時金支払い資金に係る金融支援などが

行われてまいりました。 

 しかし、チッソの借入金は膨らんでまいり

まして、経営的にも厳しくなりまして、平成

９年度以降、中長期的な観点から検討が進め

られまして、平成12年２月に、現在の形でご

ざいますが、抜本的支援策が閣議了解され

て、現在に至っているということでございま

す。 

 その抜本的支援策の概要でございますが、

２番でございます。 

 ポイントといたしましては、それまでの患

者県債方式が廃止されました。既往公的債務

につきましては、以下の措置を講ずることと

されました。 

 まず、(1)でございますが、県は、チッソ

が経常利益から患者補償金を優先的に支払っ

た後、可能な範囲で県への貸付金返済が行え

るよう所要の支払い猶予等を行う。 

 (2)国は、県が県債償還に支障を来さぬよ

う、支払い猶予等相当額のうち、８割を国庫

補助金、これは財務省からになりますが、２

割を地方財政措置ということで、特別な県債

で手当てをすると。また、この特別な県債に

つきましては、その元利償還金を100％地方

交付税措置をするというものでございます。

つまり、県には財政的負担はかけないという

スキームになるかと思います。特別会計の予

算額は、98億171万円となります。 

 ３ページをお願いいたします。 

 チッソへの貸し付けにつきましては、特別

会計を設けて資金管理をしておりますが、こ

の３ページが、その25年度の予算措置の内訳

でございます。総額98億171万円となってお

ります。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ４ページは、24年度末のチッソ関連の県債
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の償還状況の表でございます。 

 今後の償還予定額は、一番右の下のほうで

ございますが、合計の欄でございますが、元

本と利息を合わせて約727億ということにな

ります。 

 ５ページをお願いいたします。 

 ５ページは、平成24年度末のチッソに対す

る貸し付けの状況でございます。 

 チッソからの今後の償還予定額は、これも

一番右の一番下の表をお願いしたいんです

が、元本と利息と合わせて、今後の予定額は

2,243億円余ということになります。 

 ６ページをお願いいたします。 

 水銀に関する水俣条約外交会議の開催支援

についてでございます。 

 本年10月７日から11日にかけまして、国連

環境計画、これは英語の頭文字をとってＵＮ

ＥＰと申しておりますが、主催によります外

交会議が開催されます。ホストは、国、政府

でございます。 

 熊本県といたしましては、地元開催地とし

ての会議の円滑な開催のための支援と水俣病

の教訓や再生に向けた取り組みなどを国内外

に情報発信していくと、また、おもてなしを

行っていくというふうに考えております。 

 ６ページの中ほどでございますが、昨年11

月に、知事を会長、開催地の熊本市長、水俣

市長、そして県議会議長を副会長といたしま

す20余りの団体から成る熊本県推進協議会を

設置いたしました。また、経済環境常任委員

長にも協議会の委員としてお願いすることに

なっております。また、開催地が熊本市と水

俣市になることから、協議会の下部組織とし

て、熊本部会と水俣・芦北部会も設けており

ます。さらに、先ほどございましたけれど

も、この４月に環境政策課内に室を設置して

準備を加速しております。 

 予算といたしましては、4,360万円余を計

上しておりますが、これは全て県の推進協議

会の負担金としております。ただ、協議会予

算全体といたしましては、県のほかに熊本市

ですとか水俣市にも一部御負担等いただきま

して、約5,700万円程度の事業費を考えてお

ります。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 引き続き、主要事業及び新規事業の７ペー

ジのほうをお願いいたします。 

 まず、保健医療対策の推進といたしまし

て、地域の住民の方々の健康不安を解消する

ため、水俣病総合対策事業を行っておりま

す。 

 平成22年５月から、特別措置法に基づく救

済の申請を受け付け、約４万3,000人の方々

の御申請があり、現在、迅速かつ円滑な診断

や判定等に最大限の努力を行っております。

救済の対象となられますと、表に記載してお

りますとおり、水俣病被害者手帳を交付いた

しまして、医療費等の支給を受けられること

になります。 

 なお、表の右側のほうに記載をしておりま

す医療手帳は、平成７年の政治解決により救

済を受けられた方に交付をいたしたものでご

ざいます。被害者手帳と同様の支給を行って

おります。 

 次のページをお願いいたします。 

 次に、地域の再生・融和と環境・福祉の推

進でございますが、まず、水俣病関連情報発

信支援事業といたしまして、環境大学など水

俣市が行う情報発信の支援、２の環境・福祉

モデル地域づくり推進事業といたしまして、

慰霊式やもやい直しの支援、３の胎児性患者

の地域生活支援事業といたしまして、胎児性

患者の方々のために介護や福祉施設の整備を

行う団体への支援、最後に新規事業でござい

ますが、胎児性の患者の方々のための住宅改

造の助成事業を行っております。 

 水俣病保健課は以上でございます。 
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○中山水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 引き続き、資料の９ページをお願いいたし

ます。 

 まず、１番、水俣病認定業務の推進です

が、公害健康被害の補償等に関する法律に基

づく水俣病の認定申請者について、次のとお

り水俣病かどうかの認定業務を進めておりま

す。 

 まず、(1)疫学調査、これは、自覚症状、

家族状況等の状況について、県職員による聞

き取り調査でございます。 

 (2)検診、これは、医療機関において医師

による検診を行い、医学的なデータを収集す

るものでございます。 

 そして、この(1)と(2)で得られたデータを

もとに、(3)審査を行いまして、その審査の

後に、(4)知事による処分、水俣病か否かの

処分を行います。 

 以上が業務の流れでございます。 

 次、２、水俣病認定申請者治療研究事業で

ございます。 

 これは、指定地域に５年以上の居住歴があ

り、認定申請後１年間を経過した者、一定の

症状がある方は６カ月経過後に対して、知事

の処分があるまでの間、医療費等の支給を行

う事業でございます。対象者数は、現在71人

でございます。 

 次に、３番、これは新規事業でございます

が、水俣病診療拠点設置・ネットワーク構築

事業でございます。 

 水俣・芦北地域の水俣病診療のネットワー

ク構築に要する経費ということで、熊本大学

への委託事業でございますが、熊本大学と連

携し、水俣病認定患者及び被害者の方々に最

新の医療を安定して提供するとともに、医療

連携ネットワークを構築するものでございま

す。予算は2,000万円の計上をさせていただ

いております。 

 以上でございます。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料10ページをお願いいたします。 

 まず、地球温暖化対策の推進についてでご

ざいます。 

 説明欄に記載しておりますが、県民の総力

を挙げて温室効果ガス削減の取り組みが進む

よう普及啓発を行っております。 

 １の地球温暖化対策推進事業は、(1)に記

載しておりますストップ温暖化県民総ぐるみ

運動推進会議、これは知事を議長といたしま

して約340団体が参加しておりますけれど

も、この会議を中心といたしまして、県民運

動としての活動の普及を行っております。 

 ２のくまもとらしいエコライフ普及促進事

業につきましては、熊本の気候、風土に合っ

たライフスタイルを提示し、具体的な実践行

動につなげていこうという事業でございまし

て、今後の県民運動の行動テーマとして推進

してまいりたいと考えております。 

 11ページをお願いいたします。 

 ４の市町村等再生可能エネルギー等導入推

進事業は、昨年度、国の交付金を受けまして

10億円の基金を積み立てております。この基

金を活用いたしまして、防災拠点などの非常

時の電源を確保するために、太陽光などの再

生可能エネルギーを導入する市町村に対して

助成を行うものでございます。５年間の事業

の今年度が２年目となるものでございます。 

 次に、バイオマス利活用の推進についてで

ございますけれども、当課では、特に現在活

用が余り進んでおりません食品廃棄物の利用

促進のために、使用済みの食用油を活用した

バイオディーゼル燃料の利活用が促進される

よう、研究会の開催、アドバイザーの派遣な

どを行っているものでございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 「水の国くまもとづくり」の推進について
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でございます。 

 熊本の地下水の恵みを将来にわたって県民

が享受することができるように、地下水保全

対策に取り組んでおります。 

 １の「水の国くまもと」推進事業は、地下

水保全に関する県民意識を高めていくため

に、(1)の「水の国サミット」の開催や(2)の

広報展開などにより、水の魅力の発信を行っ

てまいります。 

 (3)でございますけれども、熊本地域と関

連いたします阿蘇地域の地下水採取実態調査

を今年度は実施することとしております。 

 ２の地下水保全条例円滑施行事業でござい

ますが、昨年10月から施行いたしました地下

水採取許可制度の円滑な運用のために個別相

談会の開催や専門委員の配置を行いますとと

もに、(3)に書いております水量測定器の設

置が新たに義務づけられる地下水採取者への

助成を行っております｡  

 ３の公益財団法人くまもと地下水財団支援

事業は､昨年４月に設立されましたくまもと

地下水財団に対する負担金でございます。 

 この財団は､地下水涵養事業を行うなど熊

本地域の地下水保全の中心的な役割を担うも

ので、関係11市町村とともに支援してまいり

ます。 

 13ページをお願いいたします｡ 

 有明海・八代海の再生についてでございま

す。 

 再生に向けた県計画に基づきまして、国や

関係県と連携して全庁的に取り組んでおりま

す。本年度は、県全体で57事業、約180億円

の事業に取り組む予定としております｡ 

 当課におきましては、全体の取りまとめの

立場といたしまして、１の有明海・八代海再

生推進連携事業で、国や関係県との協議会の

開催、２の有明海・八代海再生活動促進事業

といたしまして、地域住民や民間団体等の理

解促進のために、協働発表会の開催や出前講

座、県下一斉清掃活動などに取り組んでいる

ものでございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 最後に、環境教育・学習の推進についてで

ございます。 

 １の地域環境教育促進事業は、本年度から

実施する新規事業でございます。 

 環境教育に関します地域資源を環境教育の

場として活用しますとともに、ＮＰＯや学校

などの連携によりまして環境教育を推進する

という事業でございます。 

 (1)に記載しておりますように、ラムサー

ル条約に登録された荒尾干潟などの地域資源

を有します荒尾・玉名地域におきまして、Ｎ

ＰＯを主体としたモデル事業を実施すること

といたしております。 

 ２の環境センター運営事業は、県の環境学

習の拠点施設として、平成５年８月に開館い

たしました環境センターにおきまして、環境

教育を推進している事業でございます。 

 以上が当課の主な事業でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○松田環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料15ページをお願いいたします。 

 １の大気質の保全対策の推進でございま

す。 

 大気汚染防止法などに基づくばい煙などの

規制事務を行うとともに、36カ所の大気測定

局と１台の移動測定車を活用いたしまして、

大気環境の常時監視を行うものでございま

す。この観測結果から光化学スモッグ注意報

などの発令も行っております。 

 また、微小粒子状物質、いわゆるＰＭ2.5

でございますが、昨年度までに熊本市分を含

めまして18カ所の測定局を整備したところで

ございます。ことし１月、中国での深刻な大

気汚染の影響が国内でも観測され、国は注意

喚起を行う暫定的な指針値を定めました。 

 本県では、この指針に基づき、３月５日か
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ら運用を開始したところでございますが、こ

の初日に濃度が上昇、全国初となる県民への

注意喚起を行ったところでございます。それ

以降は、現在までのところ注意喚起の発信は

ございません。 

 それから、４月20日、それから22日の夕

方、大気常時監視システム、テレメーターシ

ステムが断続的にふぐあいを発生いたしまし

て、現在、データの更新、公表ができない状

況が続いておりましたけれども、サーバーに

原因があるということが判明いたしまして、

現在交換作業の手配を行っており、本日中に

も復旧する見込みでございます。 

 今後も、引き続きしっかり観測を行うとと

もに、県民へのきめ細やかな情報提供を行っ

てまいります。さらに、今年度からは、ＰＭ

2.5の成分分析など調査研究にも取り組むこ

ととしております。 

 16ページをお願いいたします。 

 ２の環境放射能水準調査でございます。 

 県では、平成元年から、文部科学省の委託

を受けまして、空間放射線量率、地上に落下

した大気中のちりや雨である降下物などの放

射能の調査を実施しております。 

 中ほどの表にございますように、福島第一

原子力発電所の事故直後における降下物の測

定結果は、健康に影響ないごく微量の放射能

が検出されましたが、平成23年７月以降は全

て不検出となっております。ことしの２月、

北朝鮮の核実験直後においても、モニタリン

グ調査を強化しておりましたが、調査結果は

平常時と同等の範囲で推移しております。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 騒音・振動・悪臭防止対策でございます。 

 (2)の新幹線鉄道騒音・振動調査につきま

しては、平成16年の開業以来、これまで国及

び県における騒音などの環境基準の達成状況

調査を実施しております。 

 平成24年度は、前年度調査の基準超過３地

点と、スピード制限が緩和されたことから、

新八代駅周辺６地点で調査を実施しておりま

す。 

 その結果、２地点で騒音の基準超過があ

り、鉄道運輸機構等に対しまして、防音対策

を講じる要請を行っており、現在対応がなさ

れているところでございます。 

 今年度は、その防音対策効果の確認調査及

び他の沿線地区での騒音振動調査を関係市町

村と連携して実施してまいります。 

 18ページをお願いいたします。 

 アスベスト対策の推進についてでございま

す。 

 アスベスト問題は、県民の生命、健康にか

かわる重要な問題であることから、相談対応

や石綿救済法に基づく給付申請の受け付けを

行っております。 

 次に、２のアスベスト対策の推進につきま

しては、大気汚染防止法に基づき、建築物の

解体やアスベスト除去作業の届け出指導を初

め、保健所や土木部と連携しながら、立入指

導や周辺環境の濃度調査を行っております。 

 20ページをお願いいたします。 

 水質保全対策の推進でございます。 

 １の水質環境監視でございますが、有明

海、八代海、河川などを含めました公共用水

域や２の地下水の水質保全のため、水質汚濁

防止法や地下水保全条例に基づき、保健所と

連携し、事業場の監視、排出水の水質分析や

必要な指導を行っているものでございます。 

 また、地下水質の主な汚染原因である硝酸

性窒素の削減対策でございますが、今年度

は、汚染の概要を把握するために、新たに調

査井戸を追加し調査を行うとともに、引き続

き関係部局、市町村、事業所と連携、共同し

て、地下水への過剰な浸透の抑制に取り組ん

でまいります。 

 次に、開発における環境配慮の推進につい

てでございます。 

 通常は、環境アセスメントと言われている

ものでございます。現在手続中の事業につき
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ましては、ここに一覧表を掲載しております

とおりでございます。 

 最後に、22ページをお願いいたします。 

 水道事業の推進でございます。 

 安全、安心な飲料水の確保のため、市町村

などが行います水道事業の運営基盤の強化や

水道施設の適正な維持管理など指導監督を行

っております。 

 また、新規事業として、今年度、国が平成

24年度に公表いたしました新水道ビジョンを

受け、人口減少、水需要の変化に伴う料金収

入の減少、また、更新期を迎えます水道施設

の急増など、近年の水道を取り巻く環境変化

に即応し、本県の現状と課題を整理し、水道

設備のあるべき姿を熊本県水道ビジョンの策

定に取り組んでまいります。 

 環境保全課は以上でございます。よろしく

御審議をお願いいたします。 

 

○江上自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の23ページをお願いします。主な内容

について御説明します。 

 まず、自然環境の保全についてでありま

す。 

 本県のすぐれた自然環境を次の世代に引き

継ぐため、自然環境の保全対策や希少野生動

植物の保護対策を進めてまいります。 

 説明欄の１の自然保護普及啓発事業では、

自然環境学習講座の開催などにより普及啓発

を実施し、２の自然環境保全対策事業では、

自然環境保全地域等の開発規制による保全対

策や自然ふれあい指導員による指導活動を実

施してまいります。 

 また、３の希少野生動植物保護対策事業で

は、希少野生動植物の指定やその保護区の管

理を行ってまいります。 

 さらに、４の生物多様性普及促進事業で

は、昨年７月にラムサール条約湿地に登録さ

れた荒尾干潟を題材として、生物多様性の普

及啓発を図ってまいります。 

 ５のアライグマ生息緊急捕獲調査ですが、

昨年３月にアライグマが御船町で１頭発見さ

れたことを踏まえ、農林業への危害防止を図

るため、市町村が行う捕獲調査の補助を行う

ものです。 

 続きまして、資料の24ページをお願いしま

す。 

 自然公園の保護・利用についてですが、１

の自然公園保護事業では、自然公園法や県立

自然公園条例に基づき、開発行為の許可によ

る規制や清掃活動への助成などを行い、自然

公園の適正な保護を図ってまいります。 

 ２の自然公園利用事業では、県有自然公園

施設や九州自然歩道の清掃管理、また、ビジ

ターセンターの運営管理を行い、さらに、３

の自然公園等施設リニューアル事業では、県

有自然公園施設のリニューアルなどの維持管

理を行ってまいります。 

 次に、資料の25ページをお願いします。 

 野生鳥獣の保護管理についてですが、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律に基づ

き、野生鳥獣の保護管理や有害鳥獣の捕獲を

行うとともに、鳥獣保護センターにおいて傷

ついた野生鳥獣の保護や保護思想の普及啓発

に努めてまいります。 

 １の鳥獣保護対策事業では、市町村が行う

イノシシ、猿、クリハラリスなどの有害鳥獣

捕獲への補助を行い、また、２の特定鳥獣適

正管理事業では、鹿の有害鳥獣捕獲等への補

助を行うことで農林業被害などの軽減に努め

てまいります。 

 ４の鳥獣保護センター管理運営事業では、

傷ついた鳥獣を受け入れて治療し、自然の生

息地に戻すなどの保護活動を行ってまいりま

す。 

 自然保護課は以上です。よろしく御審議の

ほどをお願いします。 

 

○坂本廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ
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います。 

 26ページをお開きいただきたいと思いま

す。 

 廃棄物対策課は、主に２つの大きな柱で事

業を行っております。 

 １点目が、ごみを減らすということで、廃

棄物の排出抑制、再使用、再生利用というこ

とで、３Ｒの推進ということが第１項目でご

ざいます。もう一つの項目が、廃棄物の適正

処理の推進という２つの柱立てで事業を行っ

ております。 

 まず、１点目の３Ｒの推進でございます

が、１、２のところで書いてございますが、

それは県民全てで事業をやるという意味で啓

発を主体とした事業でございます。 

 それとあわせまして、３点目に、産業廃棄

物リサイクル等推進事業ということで、リサ

イクル等に対する研究・技術開発を産学連携

してやるような研究事業に対しまして、２分

の１以内で補助をするという事業でございま

す。 

 ４点目の廃棄物コーディネーター事業でご

ざいますが、企業のＯＢ等を嘱託職員として

２名、３Ｒのコーディネーターとして採用し

ておりまして、２名の方が個別事業所を訪問

しまして、いろいろなリサイクルだとか、リ

ユースだとか、そういうものについて指導等

を行っているものでございます。 

 27ページをお願いいたします。 

 廃棄物の適正処理の推進でございます。 

 １のところで、産業廃棄物適正処理の事業

ということで、私どもの課の職員並びに保健

所の職員等が、排出事業者や処理業者に対し

て立入指導、立入検査をやりまして、指導等

を行う事業でございます。必要に応じて、ダ

イオキシンの検査並びに水質検査等を実施し

ております。 

 ２点目、３点目でございますが、不法投棄

等の防止対策を行っております。 

 県下10の保健所に警察ＯＢを主体といたし

ました廃棄物監視指導員を配置いたしまし

て、不法投棄の早期発見、改善を図っている

ところでございます。 

 ３番目のところは、連絡の提携を結んでお

ります95団体の皆様方と連携をして、不法投

棄に対する情報収集等を努めているところで

ございます。 

 ４点目の海岸漂着物対策推進事業でござい

ますが、これは、国の地域環境保全対策費補

助金事業を活用いたしまして海岸漂着物の回

収処理を行っているものでございます。25

年、26年度ということで、１億1,000万円程

度の予算の内示を受けておりますので、６月

補正でお願いをしたいというふうに考えてお

ります。 

 28ページをお願いいたします。 

 ５番目の管理型最終処分場の立地交付金事

業でございますが、これは、産業廃棄物の管

理型の最終処分場の立地するところの生活環

境改善等を図るための、ある意味、迷惑施設

的なところもございますので、その部分に対

して市町村に対して交付金を出しておりま

す。交付上限１億円ということで、今年度の

予算は、九州産廃があります菊池市に対しま

して、9,800万円ということの予算を計上さ

せていただいております。 

 ６番目の最終処分場の周辺環境整備等の補

助事業でございますけれども、産業廃棄物の

最終処分場の周辺環境整備を行う市町村に対

する補助事業でございます。 

 ７番目のＰＣＢ廃棄物処理促進事業でござ

いますが、これは、ＰＣＢの処理期限といた

しましては、国の法律では39年までというこ

とで延びたんですが、私どもの計画では26年

度末で処理をするということになっておりま

すので、一応これを堅持する意味も含めまし

て、今後ＰＣＢの掘り起こし、廃棄物の掘り

起こしをやりながら、事業者、県民に周知し

て、適切な対応をとってまいりたいというふ

うに考えております。 
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 以上、廃棄物対策課は以上でございます。

よろしくお願いいたします。 

 

○中島公共関与推進課長 29ページをお願い

いたします。 

 公共関与による管理型最終処分場の整備促

進につきましては、計画発表から10年、地元

の御理解をいただくためのさまざまな取り組

みを進めてまいりました。大変厳しい状況も

ございましたが、おかげをもちまして、３月

に南関町、和水町と最終的な地元合意とも言

えます環境保全協定を締結することができま

した。いよいよ今年度は夏ごろに着工の予定

としております。 

 １の公共関与推進事業は、事業主体となり

ます財団法人熊本県環境整備事業団に対する

処分場施設の建設費及び開業準備費に係る補

助金及び有利子貸付金等でございます。今

後、竣工まで足かけ３年、その１年目分とな

ります。 

 ２の産業廃棄物処理施設モデル事業は、処

分場整備に伴う地域振興策として、南関町及

び和水町に対する交付金でございます。今

後、地域振興策は総額17億円を予定しており

ますが、その１年目分となります。 

 説明は以上でございます。 

 

○石﨑くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 資料の30ページをお開きください。 

 初めに、交通安全対策でございますが、平

成23年度に作成しました第９次熊本県交通安

全計画に基づきまして、交通安全思想の普及

啓発や交通事故相談などの施策を推進してま

いります。 

 平成24年中の県下の交通事故の発生状況で

すが、発生件数が６年連続、死傷者数が８年

連続して減少しておりますが、その大きな原

動力は県民の理解と協力によるものと理解し

ております。 

 そのような観点から、１の交通安全推進連

盟などに対する補助を通しまして、そこに記

載しておりますさまざまな事業により交通安

全県民運動を展開するとともに、それに加え

まして、２の特別啓発事業としまして、社会

問題化している飲酒運転の根絶と自転車の安

全利用をテーマにした県民参加型の広報を行

うこととしております。 

 ３の交通事故相談については、引き続き相

談員２名を配置し、被害者支援の観点を踏ま

え対応してまいりたいと思っております。 

 31ページをお願いします。 

 安全安心まちづくりでございますが、犯罪

の起きにくい安全安心まちづくり条例に基づ

き、防犯に関する広報啓発、自主防犯活動団

体の育成などに取り組んでおり、平成15年以

降、犯罪件数が減少傾向に転じた大きな要因

として、自主防犯団体の増加が挙げられるこ

とから、引き続き、１に記載しております推

進事業などにより、自主防犯活動などが充実

したものとなるよう、育成支援及び連携強化

に努めてまいります。 

 ２は、平成24年度に引き続いて取り組みま

す地域の暮らしの安全に向けたきずなづくり

に係る事業でございます。 

 平成24年度に、新規事業として、交通事故

や犯罪件数の減少に大きく寄与しております

県内各地域のボランティア団体の活動状況や

課題などを調査、分析したところですが、引

き続き、平成25年度は、各団体の課題の一つ

であります関係機関、団体との連携をさらに

促進するため、先進的な活動を行っている団

体からのアドバイザー派遣などを行ってまい

ります。 

 ３の犯罪被害者等支援推進事業につきまし

ては、県民誰もが犯罪被害者となる可能性が

あるとの認識のもと、犯罪被害者やその遺族

が再び平穏な生活を営むことができるよう、

平成23年度に策定しました犯罪被害者等支援

に関する第２次取組指針に沿って、県民の理
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解増進と担当職員の資質の向上に努めてまい

ります。 

 続きまして、32ページをお開きください。 

 食の安全安心の確保でございますが、１に

記載しておりますように、昨年策定しました

第３次熊本県食の安全安心推進計画に基づ

き、県民、関係団体などと連携して、啓発や

情報提供などの施策を推進してまいります。 

 33ページの２の食品検査体制整備につきま

しては、今年度も全国トップレベルの検査体

制を堅持し、生産から流通の各段階におい

て、関係部局が連携して農薬などの残留検査

を行い、その結果を適宜公表してまいりま

す。特に、今年度は老朽化が進んでおります

高精度食品検査機器を９月に更新する予定に

しております。 

 ３のＪＡＳ品質表示指導事業でございます

が、定期的な巡回指導のほか、県民の皆様か

らの情報提供をもとに必要な調査を行い、違

反事例に対しては厳正に対処してまいりま

す。 

 また、平成23年７月に完全施行されました

米トレーサビリティー法につきましても、農

産課や農政局などの関係機関と連携しなが

ら、引き続き制度の普及啓発に努めるととも

に、完全施行後２年が経過したことから、今

年度は指導に軸足を置いた取り組みが必要か

と考えております。 

 最後に、34ページをお願いします。 

 青少年対策でございますが、熊本県少年保

護育成条例に基づき、有害環境の調査、浄化

活動に取り組んでまいります。また、携帯電

話、インターネット利用による犯罪被害など

が発生していることから、有害な情報から子

供たちを守ることを目的に、携帯電話事業者

や保護者に一定の義務を課すなど、少年保護

育成条例の一部を改正しており、10月施行に

向けまして、関係機関と連携しながら、事業

者や保護者、少年などに対し、改正内容の周

知とフィルタリングの普及を推進してまいり

ます。 

 ２のジュニアドリーム事業につきまして

は、本年度も、小中学生を対象に、記載のと

おりの日程で昨年に引き続き阿蘇を舞台に実

施することとしております。 

 くらしの安全推進課は以上でございます。

よろしくお願いします。 

 

○杉山消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 資料35ページをお願いいたします。 

 消費者行政の充実強化でございますが、県

におきましては、消費者被害の激しい変化、

あるいは巧妙化する手口に対抗するために、

住民に身近な市町村の相談窓口整備支援と県

消費生活センターの機能強化に努めていると

ころでございます。 

 平成25年度につきましては、去る２月に策

定いたしました第２次消費者施策の推進に関

する基本計画に基づきまして、市町村に対す

る支援はもとより、見守りネットワーク構築

の支援でありますとか多重債務問題にも引き

続き取り組んでいくことといたしておりま

す。 

 続きまして、36ページをお願いいたしま

す。 

 ２の消費生活相談機能の充実強化でござい

ますが、市町村における消費者行政推進を支

援する事業の(1)から(4)に掲げる各種施策を

積極的に推進してまいります。 

 特に、(4)の広域連携、見守りネットワー

ク、庁内連携という３つの視点からの市町村

に対する支援は重点的に取り組んでいくこと

といたしております。 

 次に、３の多重債務対策の推進につきまし

ては、25年度におきましても、引き続き債務

整理からセーフティーネット貸し付けまでの

一貫した支援体制の充実強化に努めてまいり

ます。 

 続きまして、37ページをお願いいたしま
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す。 

 ４の高齢消費者対策の推進でございます

が、これは新規事業でございます。 

 高齢化社会の進展に伴いまして、私ども県

消費生活センターに寄せられる60歳以上の高

齢者からの相談割合が増加しております。ま

た、高額被害につきましては、高齢者の割合

が著しく高い数値を示している状況にござい

ます。これは高齢者の単独世帯の増加などに

起因するものと思われます。行政の対応だけ

では被害防止が難しい状況になっておりまし

て、地域で守るという視点からの取り組みが

必要になってきております。 

 そこで、地域の見守りネットワークの構築

のためのマニュアルを作成いたしますととも

に、老人会や婦人会並びに民生委員等を対象

とした研修会を開催するなど、地域見守りネ

ットワーク構築に向けました市町村の取り組

みに対して支援を行うことといたしておりま

す。 

 消費生活課につきましては、以上でござい

ます。 

 

○大谷男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 38ページをお願いいたします。 

 まず、協働の推進でございますけれども、

地域の課題やニーズが多様化する中で、行政

やＮＰＯ等のさまざまな主体が役割を分担し

ながら課題を解決していく必要があり、それ

らの取り組みを支援する事業でございます。 

 そのため、１の県民との協働推進事業につ

きましては、協働のコーディネート機能の充

実やＮＰＯ法人の支援のための認定業務等を

実施いたしますとともに、２の新しい公共支

援事業では、ＮＰＯ等の活動基盤の整備やモ

デル事業を実施してきておりまして、今年度

は、その成果の取りまとめとあり方検討を行

うことにしております。 

 次の男女共同参画の推進についてでござい

ますけれども、誰もがその個性や能力を十分

に発揮できる男女共同参画社会の実現を総合

的かつ計画的に進める事業でございます。 

 具体的な事業は、38～39ページに掲載して

おりますが、１は、県民向けの普及啓発事

業、２は、第３次熊本県男女共同参画計画の

進捗管理、３は、小中高校生における男女共

同参画教育の推進、４が、市町村の男女共同

参画計画の推進支援、５が、事業所の男女共

同参画の推進を行うこととしております。 

 ６の男女いきいき幸せ実感促進事業につき

ましては、新規事業でございますが、大学等

との連携によりまして、若者の男女共同参画

に関する知識や実態調査、課題検討を通じ

て、若者の意識醸成を図る事業でございま

す。 

 最後のくまもと県民交流館における県民の

活動支援につきましては、県民の主体的なさ

まざまな活動を支援するＮＰＯ・ボランティ

ア協働センター、男女共同参画センター、生

涯学習推進センター等の運営に関する事業で

ございます。 

 男女課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○中富人権同和政策課長 人権同和政策課で

す。 

 資料の40ページをお願いいたします。 

 主な事業の１番目は、人権施策推進事業で

ございます。 

 外部有識者によります熊本県人権施策・啓

発推進委員会を設置いたしまして、人権施策

のあり方等について御意見をいただいており

ます。 

 ２番目の広報・啓発事業は、講演会等のほ

か、マスメディアを活用した広報啓発や資料

の作成を実施するものでございます。 

 ３番目の研修・人材育成事業は、地域や企

業、各種団体等で人権研修を実施していただ

くために、研修指導者の育成等を行うもので
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ございます。 

 ４番目の相談事業は、人権相談員が電話や

面接による相談を受け、ケースに応じて、ほ

かの専門的な相談機関とも連携しながら解決

に導きます。 

 ５番目の人権啓発活動市町村委託事業は、

市町村が行う人権啓発事業について、全額国

庫による地方委託事業を活用して支援するも

のでございます。 

 ６番目の地方改善事業費は、福祉の向上や

住民交流の拠点となる隣保館に対して、国の

補助を受け、その運営や施設整備に係る補助

を行うものでございます。 

 ７番目の人権問題連携調整費は、さまざま

な人権問題の解決に向けた施策を効果的に推

進するために、行政機関や関係団体等と連携

して啓発活動等を行うものでございます。 

 以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 それでは次に、商工観

光労働部の総括説明を真崎部長よりお願いし

ます。 

 

○真崎商工観光労働部長 商工観光労働部関

係の主要事業の説明に先立ちまして、県内の

景気・雇用状況及び当部の取り組みの方向性

につきまして御説明申し上げます。 

 日銀熊本支店が４月１日に発表しました金

融経済概観では、県内の景気は下げどまって

いるとされております。 

 個人消費は、全体として底がたい動きとな

っているほか、住宅投資は持ち直しの動きが

続いています。 

 また、県内製造業の生産も下げどまりつつ

あり、足元の業況感は、非製造業では改善、

製造業にあっては横ばいの状況です。 

 雇用情勢については、２月の有効求人倍率

が0.72倍と、依然低い水準ではあるものの、

３カ月連続での上昇となっております。 

 景気の先行きについては、輸出環境の改善

や経済対策の効果などを背景に、次第に景気

回復へ向かうことが期待される一方、海外景

気の下振れが引き続き我が国の景気を下押し

するリスクにも注意が必要となっておりま

す。 

 このような状況の中、商工観光労働部とし

ましては、引き続き、中小企業の資金繰り支

援や雇用対策など、県内中小企業者、労働者

に対するセーフティーネットの充実に努める

とともに、国の緊急経済対策に係る支援策も

効果的に活用しながら、成長分野に力点を置

いた施策を積極的に推進し、県内景気の浮揚

に全力を挙げて取り組んでまいります。 

 それでは、平成25年度の当部の組織機構及

び主要事業、新規事業について御説明いたし

ます。 

 当部の組織機構につきましては、お手元の

平成25年度組織機構図及び役付職員名簿資料

の10ページに記載しておりますが、よろしゅ

うございますか。 

 商工労働局、新産業振興局、観光経済交流

局の３局体制のもと、本庁10課、出先機関５

機関で、職員数は、本庁181名、出先機関115

名の合計296名となっております。 

 平成25年度の主要事業及び新規事業につき

ましては、お手元の資料、先ほどごらんにな

っていただきました資料の41ページをお開き

ください。 

 平成25年度当初予算につきましては、一般

会計、特別会計合わせまして、385億5,600万

円余となっております。 

 主な事業の内容について御説明いたしま

す。 

 商工労働局関係では、金融円滑化法の終了

を踏まえ、金融支援と経営支援が一体となっ

た支援制度を創設し、中小企業が抱える多様

な課題の解決とチャレンジをサポートしてま

いります。 

 雇用対策につきましては、熊本労働局と連

携して、４月に熊本市水道町に設置したワン
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ストップサービスセンターを拠点として、仕

事探しのカウンセリングから就職後のフォロ

ーアップまでの一元的な支援を行ってまいり

ます。 

 産業人材の育成につきましては、県立技術

短期大学校の学科再編を実施するなど、県内

企業のニーズや技術の高度化に対応した人材

の育成に取り組みます。 

 次に、新産業振興局関係では、地場企業の

振興につきまして、有機薄膜関連技術の実用

化に向けた県内企業の試作品開発に対する助

成や食品関連産業技術の事業化に向けたコー

ディネーターの配置等の支援を行います。 

 新エネルギーの導入促進につきましては、

新エネルギーの発電事業に県民が参画する県

民発電所の事業可能性調査や市町村の地域特

性を生かした新エネ・省エネの先進的な取り

組みに対する支援を行ってまいります。 

 企業誘致につきましては、企業立地促進の

ための助成制度の拡充を行い、また、ポート

セールスにつきましては、北米等への輸出コ

ンテナ確保のための助成など、国際コンテナ

貨物の利用拡大に取り組んでまいります。 

 観光経済交流局関係では、観光振興につき

まして、ようこそくまもと観光立県推進計画

に基づき、食、温泉、水を柱とした観光資源

の磨き上げや、首都圏や関西圏等大消費地を

ターゲットにした選ばれる熊本観光キャンペ

ーンの展開を促進します。 

 海外との経済交流につきましては、小ロッ

ト輸出促進モデル事業の実施やＡＳＥＡＮ諸

国等へのスポットアドバイザーの配置などを

通じて、県内企業の海外事業展開へのさらな

る支援に努めてまいります。 

 物産振興につきましては、くまモンを生か

した熊本の観光、物産などの情報発信を行う

交流拠点の整備やグランメッセ熊本の機能拡

充について検討してまいります。 

 なお、本年度の主な事業の詳細につきまし

ては、担当課長から説明させますので、よろ

しく御審議いただきますようお願い申し上げ

ます。 

 

○出田商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 お手元の平成25年度主要事業及び新規事業

の資料の42ページをお開きください。 

 商工政策課は、商工観光労働部全体の政策

調整を行っておりまして、特定の事業を持っ

ておりません。このページに記載しておりま

す政策調整事業は、年度途中で明らかになっ

た政策課題等に対応するための経費が各部筆

頭課に予算化されているものでございます。 

 商工政策課の説明は以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○伊藤商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 資料の43ページをお願いいたします。 

 １、商工会商工会議所・商工会連合会補助

でございますが、商工団体に対する人件費、

事業費等の補助を行うものでございます。 

 ２の日本商工会議所青年部全国大会補助事

業は、11月に水俣市で開催される日本商工会

議所青年部主催の全国大会に対して補助を行

うものでございます。 

 ３、組織化指導費補助でございますが、中

小企業団体中央会に対して、人件費、事業費

の補助を行うものでございます。 

 次に、44ページをお願いいたします。 

 ４の地域力活用ビジネス創出支援事業でご

ざいますが、小規模事業者等が行う新商品開

発などを支援する商工会、商工会議所等に対

して、活動経費などの補助を行うものでござ

います。 

 ５の商店街まちづくり推進事業でございま

すが、中心市街地や地域商店街における活性

化計画策定や活性化の取り組みに対して支援

を行うものでございます。 

 45ページの下の欄、６の熊本まちなかリー
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ダー育成事業でございますが、商店街が継続

的に社会的機能を発揮していくために必要な

次世代を担う人材を育成するため、商工団体

と連携して支援を行うものでございます。 

 次に、46ページをお願いいたします。 

 ７の中小企業金融総合支援事業でございま

すが、県の制度融資に関するものでございま

して、今年度も昨年当初と同額の新規融資枠

356億円を確保しているところでございま

す。 

 下の47ページをお願いいたします。 

 ８、チャレンジサポート中小企業経営力強

化支援事業(金融連携)は、新規事業でござい

まして、中小企業の経営力を強化することを

目的として、中小企業が融資を受ける際に経

営支援機関などから継続的に経営支援を受け

ることなどを条件として保証料を補助する融

資制度を創設するものでございます。新規融

資枠として、30億円を設定しております。上

の金融総合支援事業と合わせまして、今年度

の新規融資総額は386億円となります。 

 また、経営改善等経営力の強化に取り組む

事業者に対する専門家派遣等の支援もあわせ

て行うこととしております。 

 ９、チャレンジサポート中小企業経営力強

化支援事業(経営)も新規事業でございまし

て、経営革新計画の策定や事業承継、起業化

を行う小規模事業者などに対して、計画作成

のための講座の開設や専門家派遣を行い、支

援をするものでございます。 

 次に、48ページをお願いいたします。 

 10の中小企業高度化資金等貸付でございま

すけれども、(1)の高度化資金貸付金につき

ましては、中小企業が工場の団地化や共同店

舗の建設を行う際に貸し付けを行うもので、

県が貸し付けを行うＡ方式と複数県にまたが

る広域事業に中小機構が貸し付けを行います

Ｂ方式があります。今年度は、Ａ方式に２

件、Ｂ方式１件を予定しております。 

 (2)の設備貸与資金貸付金でございます

が、これは、県がくまもと産業支援財団に資

金を貸し付けまして、財団が設備を購入して

小規模事業者等に貸与するものです。今年度

は、２億円の貸付枠を設定しております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○下村労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。 

 資料の49ページをお願いいたします。 

 １の若年者対策ワンストップセンター事

業、ジョブカフェ・ブランチ事業でございま

す。 

 これは、学生やフリーターを含む若年者へ

の就職支援サービスを一体的に提供し、若年

者の就業、さらには常用雇用化への促進を目

的とした事業でございます。 

 (1)の若年者対策ワンストップセンター事

業についてですが、ＪＲ水前寺駅ビルに設置

しておりますジョブカフェくまもとで、関係

機関と連携して、電話や窓口での就職相談、

カウンセリング、職業紹介など、若年者の就

職に関するサービスをワンストップで提供し

ております。また、平成24年度から、高卒未

就職者の早期就職を実現するため、コーディ

ネーターを配置して支援を行っております。 

 次に、(2)のジョブカフェ・ブランチ事業

についてですが、ジョブカフェくまもとの就

職支援サービスを地域展開するために、八代

地域振興局にジョブカフェやつしろを、その

他の地域振興局にジョブカフェ・ブランチを

設置し、新卒者対策も含めた地域における若

年者の就職支援に取り組んでおります。 

 50ページをお願いします。 

 将来の『夢＝仕事』発見事業でございま

す。 

 これは、若者の勤労観、職業観を育むため

に、教育委員会、知事部局の私学振興課と連

携して、インターンシップ等によるキャリア

教育の充実を図る事業でございます。 
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 新規事業の(3)の熊本ベンチャー体験事業

についてですが、これは、キャリアデザイン

や経営者セミナー、起業家訪問等を組み合わ

せた講座を実施することにより、若者の夢、

進路選択の拡大、ベンチャー精神の育成に取

り組んでいく事業でございます。 

 次に、51ページをお願いします。 

 ３の労働局との一体的実施事業ですが、今

年度からの新規事業でございます。 

 これは、県民の就業に関する利便性の向上

を図るため、くまもと県民交流館に設置され

ていた県のしごと相談・支援センターを４月

１日から熊本労働局のしごとサポート水道町

に移転し、県と労働局で一体的に取り組んで

おりますワンストップサービスセンターの運

営に係る事業でございます。ここでは、主に

再就職を希望する女性や離職期間が長期化し

ている中高年齢者に対して、仕事探しのカウ

ンセリングから就職後のフォローアップまで

の一連の就職支援サービスをワンストップで

提供しております。 

 次に、52ページをお願いします。 

 ４の障害者就業・生活支援センター事業で

ございます。 

 これは、障害者の就業のために必要な事業

所の開拓、職業訓練のあっせん、職場定着の

支援を行うとともに、あわせて生活面の支援

を行うための事業でございます。運営主体

は、社会福祉法人等で、説明欄に書いており

ます６カ所で実施をしております。なお、芦

北・球磨圏域につきましては、平成25年度か

らの新設でございます。 

 次に、５の高年齢者雇用推進事業ですが、

こちらも新規事業でございます。 

 これは、高年齢者の多様な雇用、就業ニー

ズに対応できる雇用環境の整備を図るため

に、県内企業経営者や人事労務管理者を対象

に、高年齢者雇用に係る賃金、人事処遇等の

実務対策講話等を実施するものでございま

す。 

 最後に、53ページでございます。 

 ６の緊急雇用創出基金事業でございます。 

 これは、失業者の方々に対し、次の雇用ま

でのつなぎとなります１年以内の短期の雇用

機会を創出する事業でございます。 

 (1)から(3)につきましては、県実施分及び

基金の管理運営事業、市町村への補助事業、

基金での運用利子の積立金等でございます。 

 下段の四角で囲んだ部分をごらんくださ

い。 

 基金の造成額は、207.6億円でございま

す。取り組み状況ですが、この表にございま

すように、平成20年度からの雇用創出数は、

今年度の予定も含めて、合計で２万人余とな

っております。 

 労働雇用課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○古森産業人材育成課長 産業人材育成課で

ございます。 

 資料の54ページをお願いします。 

 １の産業人材強化推進事業です。 

 本年３月に策定しましたものづくりを中心

とする産業人材強化戦略に基づきまして、教

育訓練機関、産業支援機関、産業・経済界等

と連携しながら、地元企業のニーズに対応し

た技術者の育成、確保を図ります。 

 事業概要の(2)は、くまもと産業支援財団

に委託して実施するものですが、産業人材強

化支援センターのコーディネーターを２名に

強化し、人材育成、確保に係る情報提供及び

相談対応を行います。 

 特に、中小企業のものづくり現場の中核と

なる人材育成につきまして、技術指導、教育

訓練に対する支援を行います。 

 55ページをお願いします。 

 ２の県立高等技術専門校及び県立技術短期

大学校における公共職業訓練です。 

 (1)の高等技術専門校ですが、本年４月１

日に熊本高等技術訓練校から校名変更を行い
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ました。ここでは、事業概要の①から④のと

おり、地域に密着した技術者の養成や離職

者、母子家庭の母等、障害者、在職者等を対

象とした多様な職業訓練を実施しておりま

す。 

 資料の56ページをお願いします。 

 (2)の技術短期大学校ですが、事業概要の

①にありますように、本年度５学科から４学

科に再編し、高度な技能や知識を備えた実践

技術者の育成を行っております。 

 資料の57ページをお願いします。 

 ４の将来の『夢＝仕事』発見事業です。 

 事業の概要ですが、技術者や熟練技能者を

工業・農業高校に派遣して、高校生を対象

に、(1)では、ジュニアマイスターや技能士

等の就職に結びつく資格取得の講習会、(2)

では、各種技能競技大会における優勝、入賞

に向けた強化講習会を実施します。 

 資料の58ページをお願いします。 

 ５の電動モビリティ技術教育推進事業で

す。 

 これは、電気自動車等の電動モビリティに

関する産業人材の育成と県民への普及啓発を

図るものです。 

 事業概要の(2)ＥＶフェスティバル九州ｉ

ｎくまもとの開催支援は、工業高校生や大学

生等が製作したエコ電カーのレース、ＥＶ車

の展示、試乗、講演会等を行います。 

 産業人材育成課は以上でございます。よろ

しくお願いします。 

 

○奥薗産業支援課長 産業支援課です。 

 59ページをお願いいたします。 

 １、産業振興ビジョン推進事業ですが、22

年末に策定したビジョンでは、重点成長分野

を５つ定めており、産学官が連携する形で取

り組みを推進してまいります。 

 次に、２、リーディング企業育成支援事

業、それから次のページ、60ページ、３、中

小企業チャレンジサポート＆ソリューション

事業は、意欲があり成長可能性の高い中小企

業に総合的、専門的な支援を行うものでござ

います。 

 また、４、中小企業構造不況対策支援事業

は、新規事業でございます。 

 半導体や自動車関連産業を中心に構造的な

課題を克服し、中小企業の成長・自立化を目

指すものでございます。 

 61ページです。 

 ５番、事業革新支援センター事業です。 

 くまもとテクノ産業財団については、今年

度から公益法人となり、名称をくまもと産業

支援財団と改めておりますが、経営革新や新

事業支援のための事業を県から財団に委託し

ているものでございます。 

 62ページをお願いいたします。 

 ６、地場企業立地促進費補助です。 

 企業立地課のほうで、誘致企業を対象に工

場立地投資に対する助成を行っておりますけ

れども、同じ条件で地場企業にも23年度から

適用しているものでございます。 

 63ページです。 

 ７、地域企業海外展開支援アドバイザー設

置事業、８、企業連携海外販路開拓支援事業

は、ともに県内企業の国際展開への支援でご

ざいまして、上海事務所に工業専門アドバイ

ザーの配置、また、海外展開への市場調査な

どの経費に補助をしているものでございま

す。 

 次から、技術革新開発関連になりますけれ

ども、まず９、次世代モビリティ普及促進事

業は、電気自動車の普及を目指しておりま

す。事業概要は、インフラとなります充電器

の整備とモビリティ実証実験の２つを柱とし

ております。 

 次、64ページをお願いいたします。 

 10、次世代マグネシウム合金拠点化推進事

業は、熊大が開発した軽くて強いＫＵＭＡＤ

ＡＩマグネシウムと言われる合金を県内企業

が利用して製品化することを目指しておりま
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す。 

 また、11、有機エレクトロニクス産業・事

業化促進事業は、次世代の太陽電池や有機Ｅ

Ｌ照明に用いられる有機薄膜技術の拠点を、

現在産業技術センター内で整備しているとこ

ろでございますけれども、県内企業に実用化

の動きを引き出す目的で、今年度補助事業を

立ち上げているものでございます。 

 さらに、12、若手研究者による熊本型イノ

ベーション創出事業で、現在３名の研究員を

有機薄膜研究に参加させております。 

 13、食品周辺関連産業技術振興事業は、新

規事業でございます。 

 県南フードバレー構想を後押しする目的

で、事業概要といたしましては、食品加工分

野周辺で技術革新のある事案を発掘するコー

ディネーターの設置と、それを試作して具体

化する助成から構成をしておるところでござ

います。 

 66ページをお願いいたします。 

 14、社会・システム関連産業事業化支援事

業は、ＩＴ技術の進展で新しいシステムが展

開しつつある分野などで事業可能性調査を公

募しているものです。 

 最後、15、阿蘇砕石場終掘基礎調査事業

は、新規事業でございます。28年度の終掘に

向けて、防災面からの安全性を確認するため

の調査経費でございます。 

 以上でございます。 

 

○山下エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 67ページをお願いいたします。新規事業を

中心に説明をさせていただきます。 

 67ページの一番下の欄の３の市町村モデル

地域支援事業ですが、これは、地域特性を生

かすエネルギー分野で先進的な取り組みを行

う頑張る市町村を応援することで、熊本の強

みを生かしたモデルを構築し、県内外に波及

を図っていくことを目的としております。 

 内容は、新エネや省エネに取り組む市町村

の事業計画の策定や各種調査、施設整備への

補助を予定しております。 

 次に、１ページ飛びまして、69ページをお

願いいたします。 

 ６のエネルギー対策率先行動事業ですが、

これは、県が率先して建物のエネルギー管理

システム、通称ＢＥＭＳ、ビルエネルギーマ

ネジメントシステムを導入し、効率的、効果

的な省エネを進めていき、民間施設への普及

を図っていくための事業です。 

 内容は、比較的電力消費量の多い県の産業

技術センターにこのシステムを導入いたしま

して、電力の消費状況を分析し、電力消費の

効率化の提案を受け、具体の省エネ手法を検

討し、その効果の普及啓発を行うものです。 

 次に、７の民間施設再生可能エネルギー等

導入推進事業ですが、これは、地域の防災拠

点となり得る民間の医療施設や公共交通機関

の施設等へ太陽光発電設備等の導入補助を行

うものです。 

 次に、８のくまもと県民節電所(スマート

コミュニティ)サイト構築事業ですが、これ

は、厳しい電力需給状況を背景に従来より一

歩進んだ省エネの取り組みが必要とされる中

にあって、節電に係るワンストップサイト、

つまり節電関係の情報を県民が一括して把握

できる場を設け、節電効果も数値化、見える

化していくことで、県民や県内企業の節電意

欲を高めるための補助事業です。 

 次に、70ページをお願いいたします。 

 ９のくまもと県民発電所推進事業ですが、

県内の新エネルギーで得られた利益を県民に

還元する仕組みを検討し、県民総ぐるみでの

新エネルギーの導入の加速化を目的としてお

ります。 

 これは、例えば県内にメガソーラーが多数

立地決定しておりますが、そのほとんどが県

外資本で、収益が県外に流出している現状を

少しでも改善できないか、新エネルギー事業
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に県民も参加できるようにとの問題意識のも

とに、県民が出資し利益も得られる県民参加

型の新エネルギー発電事業構築のための事業

可能性を調査したり、太陽光発電屋根貸しに

適した県有施設等の調査を行う事業でござい

ます。 

 エネルギー政策課は以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○寺野企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 説明資料の71ページをお願いします。 

 まず、１番の企業誘致事業でございます

が、企業を訪問し、最新情報の収集や、本県

の立地環境をＰＲしたり、既に本県に立地し

ていただいている誘致企業のフォローアップ

などを行うための事業でございます。 

 ２番の創造的企業誘致推進事業ですが、県

内の大学などと連携しまして、企業の研究開

発部門を誘致するとともに、東アジアの業界

動向などを把握しまして、グローバル企業の

誘致を推進する事業でございます。 

 ３番の事業ですが、コールセンターなどの

産業支援サービス関連企業の誘致を進める事

業でございまして、誘致した企業への補助金

やテクノプラザビルの維持管理費等に要する

経費でございます。 

 １枚おめくりいただきまして、72ページを

お願いします。 

 ４番の企業立地促進資金融資事業は、企業

立地の促進と県営工業団地の分譲を促進する

ために、長期かつ低利の資金を融資する制度

でございます。 

 73ページをお願いします。 

 ５番の企業立地促進費補助ですが、先ほど

ありました地場企業と制度設計は基本的には

同じでございますが、これは、誘致企業が事

業所の新設または増設を行った際に、設備投

資や雇用の実績に応じまして補助金を交付す

るものでございます。 

 なお、補助制度につきましては、物流施設

に対する補助制度の新設、緊急開発関連の補

助限度額の改正、食品関連企業に対しての投

資要件の緩和を行っております。 

 また、本県へのさらなる企業誘致を推進す

るため、有明・八代工業用水道の利用に対す

る補助制度を設けております。 

 おめくりいただきまして、74ページをお願

いします。 

 ６番の工業団地施設整備事業は、菊池市に

整備を進めております菊池テクノパークの造

成工事などに要する経費や益城町の臨空テク

ノパークに関連した交差点改良に要する経

費、そして県南地域の市町村が行います工業

団地整備を支援するための調査事業でござい

ます。 

 ７番の事業は、フードバレー構想により県

南地域を活性化させるために、ターゲット企

業への誘致活動や広報活動を行いまして、食

品関連企業を誘致しようというものでござい

ます。 

 75ページをお願いします。 

 ８番、９番は、ポートセールス推進のため

の事業でございます。 

 ８番の国際コンテナ利用拡大助成事業でご

ざいますが、これは、九州北部港などとのコ

スト差を縮めることで県外の港へのコンテナ

流出を阻止し、熊本・八代港の貨物量を増加

させるために、荷主企業に助成を行うもので

ございます。 

 最後に、９番の戦略的ポートセールス推進

事業ですが、これは、熊本港及び八代港のポ

ートセールスを推進していくため、増便や延

伸など港の利便性を高めた船会社へのクレー

ン使用料の助成や、北米などへの長距離輸出

入に係ります空コンテナ確保のための助成、

また、両港の認知度向上を図るセミナー開催

などの経費でございます。 

 企業立地課は以上でございます。よろしく

お願いします。 
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○渡辺観光課長 観光課でございます。 

 76ページをお願いいたします。 

 １番、ようこそくまもと観光立県推進計画

展開事業でございます。 

 昨年７月に策定いたしました、ようこそく

まもと観光立県推進計画、平成24年から27年

が計画期間でございますが、２番目に掲げて

ございます３つの戦略に沿って施策を展開す

るものでございます。 

 戦略の１番として、品格ある観光地くまも

との形成、戦略２番目として、国内からの誘

客の促進、戦略３番目として、国外からの誘

客の促進でございます。それぞれにつきまし

て、77ページから説明させていただきます。 

 77ページが、戦略１番の品格ある観光地く

まもとの形成ということで、(1)にございま

すように、食、温泉、水を柱とした観光資源

を磨き上げて、本県のブランドイメージの形

成、浸透を図るものでございまして、①から

②に書いてございますように、旅行商品の造

成、あるいは阿蘇、加藤・細川文化を活用し

た熊本観光ブランドの形成を促進するもので

ございます。 

 (2)は、お客様の視点に立ったおもてなし

の向上ということで、来訪者をお迎えするた

めの意識の醸成を図るためのものでございま

して、特に観光ボランティアガイド等の育成

強化を図るとともに、広域連携等のおもてな

しの運動を支援するものでございます。 

 78ページでございます。 

 戦略２番目の国内からの誘客の促進という

ことで、(1)「選ばれる熊本」観光キャンペ

ーンの展開ということで、首都圏や関西圏等

の大消費地をターゲットとしまして、観光キ

ャンペーンを展開しまして効果的な誘客の促

進を図るものでございます。 

 (2)九州一体となった観光ＰＲによる誘客

の促進でございますが、九州外から九州を訪

れる観光客に対しまして、九州各県の魅力を

発信するとともに、本県の認知度向上と誘客

の促進を図るものでございまして、①から⑦

にかけての事業を展開するものでございま

す。観光ＰＲ事業、あるいは熊本、長崎、大

分横軸３県の観光ルートの開発等を行うもの

でございます。 

 さらに、80ページでございます。 

 戦略３番目の海外からの誘客の促進という

ことで、(1)海外に向けた情報発信の強化と

いうことで、九州の認知度を高め、九州の中

心で非常に比較的アクセスの優位な本県のア

クセスのよさと、阿蘇という世界的な観光資

源の魅力を積極的に発信するものでございま

して、①から③に書いてございますような事

業を展開するものでございます。 

 (2)がアジアをターゲットとした誘客の促

進ということで、本県に訪れていただきます

外国人観光客の大半を占めます東アジア、中

国、韓国、台湾、香港、それらに加えまし

て、最近観光客が増加いたしておりますシン

ガポール、タイなどの東南アジアを含めて誘

客施策を展開するものでございまして、①か

ら②にかけて、特に②の東南アジアに関しま

しては、シンガポール、タイ、そういったと

ころへの誘客戦略を強化するということでご

ざいます。 

 最後に、81ページ２番、ＭＩＣＥ等誘致促

進事業ということでございますが、一般財団

法人、これは熊本市にございます熊本国際観

光コンベンション協会と連携して誘致活動を

するとともに、県内で開催されますスポーツ

イベントや大型コンサート、県内ロケを伴う

映画制作に対する助成等を行うものでござい

ます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○磯田国際課長 国際課でございます。新規

事業を中心に御説明いたします。 

 資料82ページをごらんください。 
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 熊本の強みを活かした国際交流・国際貢献

でございます。 

 本県は、中国、アメリカ、韓国の３自治体

と姉妹友好提携30年の歴史があり、また、海

外にも移住者数が多い県であります。このよ

うな本県の強みを生かした事業を行うもので

す。 

 (4)をごらんください。 

 在外県人会周年記念式典参加事業でござい

ます。 

 ブラジル熊本県文化交流協会設立55周年式

典及びペルー移民110周年の熊本県人会主催

の記念式典と慰霊祭が、本年11月に予定され

ており、昨年双方から知事への招聘があった

ことから、これに対応するものでございま

す。 

 次に、資料83ページをお願いいたします。 

 ２の多文化共生の地域づくりでございま

す。 

 日本人と外国人とが相互に文化や価値観の

違いを認めながら、暮らしやすい地域づくり

を実現するため、地域の国際化を推進するも

のでございます。 

 (3)留学生交流等拠点設置支援事業をごら

んください。 

 本事業は、県、熊本市、そして県内の14の

高等教育機関等で構成する一般社団法人高等

教育コンソーシアム熊本の３者が連携し、留

学生の総合的な支援を行う窓口の設置や留学

生を中心としたネットワークの構築を行うも

のでございます。 

 具体的には、留学生を支援するワンストッ

プの窓口となる留学生コーディネーターの配

置、フェイスブック等を活用した留学生ネッ

トワークの構築、それから大学の学部授業対

応のための日本語講座の開設を予定しており

ます。 

 １枚めくっていただきまして、資料84ペー

ジをお願いいたします。 

 中国をターゲットとした経済交流等でござ

います。 

 世界経済の成長を牽引し、巨大市場であり

ます中国をターゲットとしたプロモーション

活動や、県内企業の経済交流活動を促進し、

本県経済の活性化を図る事業でございます。 

 (3)の熊本県中国経済交流促進事業をごら

んください。 

 本事業は、熊本上海事務所や熊本広西館な

どを活用拠点として、中国との経済交流を促

進するための事業でございます。 

 具体的には、１つ目のポツでございます。 

 広西壮族自治区で毎年９月に開催されてお

ります中国ＡＳＥＡＮ博覧会へ出展し、本県

の観光物産、プロモーションを行います。 

 ２つ目のポツでございます。 

 南寧市の日本園内の交流拠点として設置し

ております広西・くまもとプラザで県産品の

設置や観光情報の提供を行います。 

 ３つ目、くまもと型輸出促進モデルの構築

でございますが、海外との取引にチャレンジ

する県内中小企業を支援するために、海外輸

出に関するセミナー、中国バイヤーとの商談

会の開催、また、小ロットでの取引が可能な

輸出取引スキームの紹介などの事業を行うも

のでございます。 

 ４つ目、中国本土、香港、台湾において、

熊本という地名が商標として抜け駆け登録さ

れるのを防ぐための監視業務を委託するもの

でございます。 

 85ページをお願いいたします。 

 中国以外の地域における経済交流でござい

ます。 

 成長著しいアセアンを初めとするアジア諸

国において、県内企業の販路拡大を行うため

のプロモーション活動やビジネスアドバイザ

ーの設置などにより、県内企業の事業支援を

行うものでございます。 

 (1)中小企業海外チャレンジ支援事業でご

ざいます。 

 これは、ポツ１つ目でございます。シンガ
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ポール、香港、台湾の３拠点へ現地のビジネ

スに精通したビジネスアドバイザーを配置す

るとともに、これ以外の地域でスポット的に

活用できるアドバイザーを配置するものでご

ざいます。 

 ２つ目でございますが、農商工で連携して

県産品の売り込みを行うための物産フェアを

開催し、県内中小企業の海外における事業展

開を支援するものでございます。 

 国際課は以上でございます。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 資料の86ページをお願いいたします。 

 くまもとプロモーションの推進でございま

す。 

 九州におけます熊本の拠点性の向上を目指

しまして、今や全国的な人気を誇りますくま

モンを活用いたしましたプロモーションを引

き続き一元的に展開してまいります。 

 主な事業といたしましては、くまモンを活

用いたしました熊本のＰＲとして、県外にお

きまして、観光客の誘客や農林水産物を含み

ます県産品の販路拡大など、県が推進する各

施策を効果的に実施できるよう、くまモンを

活用して積極的に熊本の多彩な魅力をアピー

ルしてまいります。 

 特に、これまで九州新幹線の全線開業を意

識しまして関西や中国地方を中心に展開して

まいりましたくまモンの活動ですけれども、

今年度以降、これらの地域に加えまして、特

にマスコミが集中し、全国への波及効果が高

い首都圏におきましても、より積極的にくま

モンを活用した熊本のプロモーションを展開

してまいります。 

 次に、県内ですが、くまモンは、もともと

県民みずからが、日常の中にある熊本の魅力

を再発見し、みずから楽しみ、それを県外の

お客様にも伝えていこうという、くまもとサ

プライズのキャラクターとして誕生している

ところでございます。 

 引き続き、県内各地を訪問することによ

り、県民一人一人にそういった考え方が普及

できますように、機運の醸成に努めてまいり

たいと考えています。 

 なお、くまモンを活用いたしました観光物

産情報発信拠点施設整備につきましては、後

ほど御説明いたします。 

 次に、くまモンの商標管理でございます

が、今後想定されますくまモンの海外展開を

見据えまして商標登録を進めますとともに、

その管理につきまして検討を進めてまいりま

す。 

 次に、87ページをお願いいたします。 

 くまモンに頼るだけでなく、県内事業者の

商品そのものの質を磨いて、県産品の振興に

つなげるための施策として、３つの事業に取

り組んでまいります。 

 まず、プレミアム商品開発支援事業でござ

いますが、首都圏などで店舗展開をしており

ます高級スーパーが持つノウハウを生かしま

して、県内の生産者やメーカーとが連携して

熊本ならではの商品の開発をしてまいりま

す。 

 次に、新商品等販路開拓マーケティング支

援事業ですが、平成21年、22年度に農商工連

携推進協議会により選定されました農商工連

携100選の商品等を中心に、まず、県内でテ

ストマーケティングを行うことで商品の質を

磨き、県外への販路開拓につなげてまいりま

す。 

 次に、県産品販路拡大強化支援事業でござ

いますが、大都市圏におきまして商談会やフ

ェアを開催することにより、県産品の販路拡

大につなげる取り組みでございます。 

 なお、本年度は、４年に１度大阪で開催さ

れます食博覧会・大阪、これはゴールデンウ

イークの期間11日にわたりまして大阪の産業

展示場で開催されますが、こちらにも本県の

ブースを出店することとしております。 
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 また、あわせまして、５年ぶりとなります

が、現在広島で開催中の全国菓子大博覧会に

も出店しているところでございます。 

 次に、88ページをお願いいたします。 

 観光物産交流スクエア活用推進事業です

が、水道町にありますテトリア熊本ビル１階

の観光物産交流スクエアにつきまして、くま

モンを活用した観光物産情報発信拠点施設と

いたしましてリニューアルし、７月にオープ

ンする方向で現在準備を進めているところで

ございます。 

 次に、産業展示場機能強化検討調査事業で

ございますが、大空港構想の核となる施設の

一つになっておりますグランメッセ熊本の機

能強化につきまして検討するため、事業化可

能性を調査するものでございます。 

 最後に、球磨焼酎等ブランド確立推進事業

でございますが、県産米を使用いたしました

焼酎のＰＲ事業等による消費拡大を図るため

の補助事業です。 

 ブランド推進課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○浦田祐三子委員長 それでは次に、企業局

の総括説明を河野企業局長からお願いいたし

ます。 

 

○河野企業局長 企業局が所管いたします事

業の概要について御説明を申し上げます。 

 まず、組織機構につきまして、お手元の資

料、これは組織機構図及び役付職員名簿にな

りますが、この19ページをごらんいただきた

いと思います。 

 本庁は、総務経営課と工務課の２課体制と

なっております。また、出先機関として、発

電総合管理所及び都呂々ダム管理事務所を設

置しております。職員数は、本庁39名、出先

機関が24名で、昨年度に比べ１名減となって

おります。 

 現在企業局で経営しております事業は、電

気事業、工業用水道事業及び有料駐車場事業

の３事業でございます。各事業の経営に当た

りましては、第３期経営基本計画に基づきま

して、経営基盤の強化及び効率的な事業運営

に努めております。 

 まず、電気事業につきましては、荒瀬ダム

関連の費用負担によりまして、撤去が完了す

るまでの期間は厳しい経営が続く見込みでご

ざいます。 

 荒瀬ダムにつきましては、ダム上流の水位

を低下させて、ダム本体の撤去工事を安全に

行うため、放流トンネルの掘削や水位低下ゲ

ートの設置を進めております。 

 ただ、上流側の岩盤を取り除く工事に期間

を要し、予定していました２門のうち１門の

完成時期を秋以降に変更いたしております。

ただ、全体としましては、計画どおり６年間

で撤去を完了する予定です。 

 それから、阿蘇車帰風力発電所につきまし

ては、運転開始当初から運転制限により売電

電力量が低迷しておりましたが、平成23年度

から、安全性を保ちながら運転制限の緩和や

解除を行ったことにより、昨年度の売電電力

量は、平成21年度と比べまして87％の増加と

なっております。その上、昨年12月固定価格

買い取り制度に移行し、大幅に収支を改善す

ることができました。 

 このほか、本年４月から、水力発電の菊鹿

及び緑川第三発電所についても、固定価格買

い取り制度へ移行しております。 

 次に、工業用水道事業のうち、有明工業用

水道事業につきましては、多量の未利用水に

加え、多額の竜門ダム関連経費によりまして

厳しい経営が続いております。 

 そのため、関係市町、商工観光労働部と連

携して、昨年新たに設けました工業用水を利

用する企業への補助制度を積極的にＰＲしな

がら企業誘致に取り組むとともに、工業用水

以外の水の需要開拓にも取り組んでまいりま

す。 
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 最後に、有料駐車場事業につきましては、

黒字経営を維持しております。ただ、施設稼

働率はピーク時で約64％となっているため、

さらなる稼働率の向上が課題となっておりま

す。 

 引き続き、利用者サービスの向上等によ

り、利用台数の増加に努めていきたいと考え

ております。 

 詳細につきましては、総括審議員から説明

いたしますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 また、報告事項として、荒瀬ダム撤去の状

況につきまして説明をさせていただきますの

で、よろしくお願いいたします。 

 

○古里企業局次長 それでは、89ページをお

願いいたします。 

 企業局の３事業の当初予算の総括表でござ

います。事業ごとに収益的収支、資本的収支

に分けて記載しておるところでございます。 

 一番上の電気事業でございます。 

 先ほどお話がございましたように、収益的

収支の中で9,000万円余りの損失となってお

ります。これは、水力と風力の発電では黒字

を見込んでおりますが、荒瀬ダム撤去等の経

費負担が大きく、右の資本的収支等の差し引

きと合わせますと、10億8,000万円余りの不

足となる厳しい経営状況でございます。 

 次に、中ほどの工業用水でございます。 

 収益的収支で２億3,100万円余りの損失と

なっております。これは、有明・八代の工業

用水において、多量の未利用水を抱え、収入

が伸びない中、支出の面で有明工業用水道の

竜門ダム関連経費が経営を圧迫しているとい

うような状況でございます。 

 資本的収支では、老朽化しました設備の更

新、それから導水管等の耐震化工事を予定し

ていることから、昨年度に比べまして、収

入、支出ともに増となっております。差し引

きにつきましては、１億2,500万円余りの不

足というような状況でございます。 

 一番下の有料駐車場でございます。安定的

に経営を続けております。4,800円万余りの

利益を計上しているというふうな状況でござ

います。 

 90ページをお願いいたします。 

 先ほどお話がございました企業局の経営基

本計画でございます。 

 冒頭に記載しておりますとおり、第３期経

営基本計画に基づきまして、経営の基盤強化

及び効率的な運営を図ることとしておりま

す。 

 91ページ、まず電気事業でございます。 

 １の施設等の状況でございます。  

 水力発電は、球磨川の市房第一以下７つの

水力発電所で最大出力５万4,200キロワット

の発電、それから風力では、阿蘇車帰におき

まして、最大出力1,500キロワットの発電を

行っておるような状況でございます。 

 次に、２の経営状況でございます。 

 (1)でございますが、先ほど申し上げたと

おり、電気事業全体としては、ダム撤去が完

成します平成29年度までは大変厳しい経営状

況が続くというような見込みでございます。 

 (2)でございますが、阿蘇車帰発電につき

ましては、平成20年度から、メンテナンスの

強化を図りながら、運転制限の緩和、解除を

実施いたしました。このことにより、昨年の

売電電力量は、運転改善の取り組みを開始す

る前の平成21年に比べまして87％の増という

ような状況でございます。 

 また、あわせて、昨年12月から固定価格買

い取り制度に移行しました。これによりまし

て、大幅に収入をふやすことができたような

状況でございます。 

 (3)でございますが、本年４月から、緑川

第三及び菊鹿水力発電所につきましても、固

定価格買い取り制度に移行しております。 

 92ページをお願いいたします。 

 ３の荒瀬ダム撤去についてでございます。 
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 昨年度から29年度までの６年間でダム本体

撤去工事を行うこととしております。 

 (1)のダム本体等撤去工事につきまして

は、後ほど御報告させていただきます。 

 次に、(2)の環境モニタリング等でござい

ます。 

 安全や環境に配慮しましたダム撤去を進め

るため、そのための調査を行うとともに、フ

ォローアップ専門委員会等において、評価、

検証を進めてまいっております。 

 それから、荒瀬ダム撤去工事関連の工事で

ございますが、ダム本体撤去、砂れき・泥土

の除去など、８億3,400万円余りを計上して

おるところでございます。 

 次に、(3)のダム撤去に伴う地域の課題で

ございますが、これにつきましては、地域対

策協議会等におきまして協議を重ね、一定の

方向づけを行っているところでございます。 

 93ページをお願いいたします。 

 工業用水の状況でございます。そこに記載

のとおり、３つの工業用水道の事業を経営し

ております。 

 次に、２の(2)の①でございますが、有明

工水の未利用水対策といたしまして、平成18

年度に荒尾、大牟田両市の上水道への転用を

行っております。これによりまして、経常損

失は約２億円減少したというような状況でご

ざいます。 

 しかし、その後、転用後も日量約２万立米

の未利用水を抱えております。厳しい経営状

態が続いているため、経費節減に取り組んで

おりますが、一方、さらなる経営改善に向

け、有明工水に係ります需要開拓推進会議等

を中心に、連携して誘致活動に取り組んでい

るような状況でございます。 

 さらに、工業用水以外の水を利用している

企業への工業用水の転換、さらには未利用水

の他用途への転用など、あらゆる可能性を探

りながら工業用水の需要拡大に努めていると

ころでございます。 

 次に、94ページをお願いします。 

 有料駐車場でございます。 

 １の施設の状況のとおり、安政町の有料駐

車場と新屋敷の第２有料駐車場を経営してい

るような状況でございます。 

 ２の経営状況以下でございますが、経営的

に安定して毎年度純利益を計上しておりま

す。これまで、耐震補強など、より安全、安

心で利用しやすい駐車場になるよう努めてお

ります。 

 今後も、さらなる利用者増を目指しまし

て、駐車場利用者のニーズの把握、それから

周辺商店街との連携の強化などの取り組み、

利用者サービスの向上や認知度向上に努めて

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、労働委員会事務

局の説明を西岡労働委員会事務局長にお願い

いたします。 

 

○西岡労働委員会事務局長 労働委員会事務

局でございます。 

 労働委員会の業務及び予算の概要等につい

て、総括して御説明いたします。 

 関係資料は、平成25年度主要事業及び新規

事業説明資料95ページから96ページになりま

す。 

 初めに、96ページになりますが、労働委員

会は、労使間に紛争が生じ、自主的な話し合

いで問題が解決できない場合に、紛争解決を

早め、安定した労使関係を築くため、労働組

合法に基づき設置されております。 

 委員会の委員は、公益委員、労働者委員、

使用者委員、それぞれ５名の計15名で構成さ

れております。 

 労働委員会の業務は、大きく分けて３つご

ざいます。 

 第１は、不当労働行為の審査業務でござい

ます。 

 - 26 -



 

第２回 熊本県議会経済環境常任委員会会議記録（平成25年４月24日) 

 これは、労働組合等が使用者に組合活動を

阻害するなどの不当労働行為があったとし

て、救済の申し立てを行った場合に、調査、

審問を行い、必要に応じて、救済命令あるい

は和解等により解決を図るものでございま

す。 

 第２は、集団的労使紛争の調整業務です。 

 これは、労使間の紛争が労使の自主的な話

し合いで解決しない場合に、当事者からの申

請に基づき、あっせん、調定及び仲裁を行

い、解決を図るものでございます。 

 第３は、個別労働関係紛争のあっせん業務

です。 

労働者個人と使用者の紛争を解決するた

めのものでございます。 

平成24年に取り扱いました事件は、不当

労働行為審査事件１件、調整事件２件及び個

別労働関係紛争のあっせん27件の計30件で、

このうち３件を平成25年に繰り越しました

が、現在は３件とも終結しております。 

 次に、95ページの予算でございますが、当

委員会の予算は、委員会費及び事務局費で構

成されております。委員会費は、委員報酬で

ございます。事務局費は、職員の人件費及び

調整審査業務を執行するために必要な経費と

なっております。予算総額は、１億1,633万

9,000円となっております。 

 以上、よろしくお願い申し上げます。 

 なお、課長からの説明は省略させていただ

きます。 

 

○浦田祐三子委員長 以上で執行部の説明が

終わりましたけれども、ここで５分間の休憩

を挟ませていただきたいと思います。 

  午後２時45分休憩 

――――――――――――――― 

  午後２時52分開議 

○浦田祐三子委員長 それでは、再開したい

と思います。 

 これより質疑に入りたいと思いますので、

質疑はありませんか。 

 

○磯田毅委員 ２つほど質問したいと思いま

すけれども、まず、水俣病に関する最高裁判

決を受けた――この前県知事がおっしゃった

ように、環境省に判断を求めた上で対応した

いと。何かちょっと私は一歩おくれているよ

うな感じを受けたんですけれども、県として

は、環境省からあった場合、しっかりと対応

していきたいと。 

 しっかりと対応というのは、どういうこと

なのか、ちょっと答えてもらいたいと思いま

すけれども、それが１つと、もう一つは、県

の総合エネルギー計画の中で、節電と再生エ

ネルギーの中で、これから先、平成27年まで

だったですかね、そういう電力のあれを変え

たいということだったわけなんですけれど

も、太陽光発電と、そして――私は、太陽光

発電というのは、非常に不安定で、日中は発

電しますけれども、そういった不安定な電力

を総合的に考えた場合、地熱発電とかそうい

ったものも総合的にしていく必要があるとい

うことからして、地熱発電のこれから先の具

体的なものについて、どういう計画がなされ

ているのか、それをお聞きしたいと思い、こ

の２点をお尋ねします。 

 

○中山水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 去る４月16日の最高裁判決につきまして

は、この結果を私ども真摯に受けとめ、認定

となられる方につきましては、直ちに19日付

で認定をいたしたと。 

 御質問のことについてですが、私どもは、

保健法の中における法定受託事務として、国

の基準に従って業務を行っているところでご

ざいます。 

 また、後ほど御報告のところで触れる機会

があるかと思いますが、その基準をめぐっ

て、その中で総合的検討ということが言われ
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ております。これについては、今後環境省の

ほうで具体化を図るということが言われてお

りますので、私どもは、この具体化に協力を

していきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 水俣病関連に関しまし

ては、その他報告事項の際に一括して質問を

受けたいと思いますので、よろしいですか。 

 続きまして、山下エネルギー政策課長。 

 

○山下エネルギー政策課長 エネルギー政策

課の山下です。 

 先生の御質問で、まず、総合エネルギー計

画について、昨年10月に策定させていただき

まして、現在、県民が活用している家庭で消

費している電力量が、おおよそ原油換算で10

0万キロリットルということで、これを平成3

2年までに新エネの導入と省エネで何とか賄

おうという目標を掲げさせていただいており

ます。その中で、再生可能エネルギー、新エ

ネについて60万キロリットルをたたき出そう

ということで、現在太陽光発電が結構立地を

しておりまして、現在県内に24カ所立地決定

をしております。 

 先生おっしゃるように、非常に不安定なも

のでありまして、そこで、国のほうでも最近

200億ほどかけて蓄電池を導入していこうと

いうことで、今後蓄電池の開発が必要になっ

てくるかと思います。それで不安定要因がか

なり解消してくるのではないかなということ

で、それは将来的な課題だと思っています。 

 先生が御質問なさった地熱についてなんで

すけれども、本県は非常に地熱の資源が豊か

でございまして、町村で言いますと、南阿蘇

村と小国町ということで、県のほうといたし

ましても、何とか――これだけ豊かな地熱資

源があるにもかかわらず、地熱発電所が１カ

所もないということで、昨年８月に熊本県地

熱・温泉熱研究会というのを立ち上げまし

て、事業者、それに自治体、国、県、それに

有識者を交えた――いわゆる地熱について

は、過去10年ほど前に小国町で電源開発の失

敗事例等もございますので、慎重に進めなき

ゃいけないということで、それぞれのいろん

な専門情報も生かしながら円滑に事業が進む

ようにということで、そういう情報共有の場

ということで研究会を立ち上げて、これまで

４回ほど開催をしておりまして、かなり地熱

に関しての地元の理解が進んだのではないか

なと思っております。 

 それで、まず小国町につきましては、過去

のそういう失敗の事例等もございますので、

掘削を伴わない温泉熱の発電を、温泉熱、現

在湧出しています温泉を活用した発電事業で

発電を行うことができないかということで、

国の補助事業を２件ほど採択を受けまして、

現在その調査を行っているところです。 

 それを活用しまして、その地熱の有効性に

ついて、地元の方にも十分御理解をいただい

た上で、今後開発を進めていきたいと思って

いますし、南阿蘇村につきましては、これま

でそういう開発事例等はございません。た

だ、有望な地熱資源があるということはいろ

んな調査結果でわかっておりますので、今現

在南阿蘇村あたりと調整をしまして、国の補

助事業あたりを使って探査あたりができない

かということで今探っているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○磯田毅委員 太陽光発電については、平成

32年までだったですかね。７万5,000戸だっ

たですかね。メガソーラーについては50件だ

ったですかね。メガソーラーについては、現

在24～25件あたりの認可がされていると聞き

ましたけれども、個人住宅のほうの発電につ

いては、余り私は進んでないと。例えば、建

設費、コストが１キロワット当たりまだ50万

円ぐらいですか、非常に高いということもあ
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りますし、県がやっている補助金ですね、こ

れも１基当たり大体７万円ぐらいですか、最

大で。 

 そういったものを勘案して、10年の買い取

り制度を考えると、まだまだメガソーラーみ

たいなメリットはないという中で、これも何

か偏っとるということでありますし、さっき

言ったように、電力の不安定さということを

考えると、やっぱり安定した電力が得られる

洋上の風力発電とか地熱発電、特に地熱発電

については、世界で第３番目の容量があると

いう中で、しかも世界の地熱発電の恐らく４

分の３ぐらいを日本のメーカーが持っている

ということを考えると、国立公園内にある温

泉施設とかなんかの問題はありますけれど

も、そういった面のものがもし解決できれ

ば、早くそういった面での開発を行う必要が

あると私は思っていますけれども、その点は

もう一回どうですか。 

 

○山下エネルギー政策課長 まず、太陽光の

住宅用の件についてでございますけれども、

県のほうで平成21年度から補助を行っており

まして、現在、普及率におきましては、佐賀

県に次いで第２位ということで7.25％と。平

成23年度現在ですけれども、7.25％の普及率

があるということで、本年度におきましても

4,000件ほど補助を予定しておりまして、県

内産のパネルでありますと１件当たり７万

円、それ以外でございますと、１件当たり３

万5,000円の補助を実施することによりまし

て、住宅用太陽光日本一の旗を掲げさせてい

ただいているところでございます。 

 地熱につきましては、先生おっしゃったよ

うに、日本は世界第３位の地熱大国というこ

とで、太陽光発電等に比べますと、いわゆる

安定的な電源になり得ると。太陽光とか風力

は、いわゆる天気次第なんですけれども、地

熱については、24時間365日安定した電源に

なり得るということで、原発の状況がこうい

う状況の中で、安定的なエネルギー資源を何

とかしなきゃいけないということで、国のほ

うでも特に地熱資源が国立公園内に賦存して

いるものですから、環境省のほうでも、国立

公園の特別地域の第２種、第３種地域につい

ては、以前は原則開発不可だったんですけれ

ども、優良な事例であれば開発が可能だとい

うことで、これにつきまして、特に本県の場

合は南阿蘇村が該当しますので、十分環境省

あたりとも連携をとりながら、円滑に、地元

にあります地熱資源が有効に活用されるよう

に、県といたしましても、先ほど申し上げま

した研究会の場を通じて理解促進と地熱資源

の活用に努めていきたいというふうに考えて

おります。 

 

○浦田祐三子委員長 よろしいですか。ほか

にどなたか質疑はございませんか。 

 

○井手順雄委員 ４点ほど質問します。 

 48ページ、商工振興金融課に聞きますけれ

ども、真ん中ほどに設備のところがありまし

て、小規模事業者の企業に品物を買って、県

が機械設備を購入して、それを長期間リース

すると。これはどういったものを具体的には

やる事業なんですかね。 

 

○伊藤商工振興金融課長 一般的には、製造

機器といいますか、そういうものが多いとい

うふうに聞いていますけれども、製造業の場

合であれば、そういう例えば旋盤であるとか

そういう機器を財団のほうがまず買いまし

て、それをその企業のほうにリースするとい

う形になります。 

 

○井手順雄委員 旋盤というようなことであ

りますが、これ逆にそれだけの買うお金を貸

して、それで返済していくというのと、どう

いった違いがあるんですか、リースするの

と。こちらが得なんですかね。 

 - 29 -



 

第２回 熊本県議会経済環境常任委員会会議記録（平成25年４月24日) 

 

○伊藤商工振興金融課長 得かと言われる

と、なかなか難しいところがありまして、実

際の実績等を見てみましても、最近の実績は

非常に少なくなっております。 

 といいますのが、委員おっしゃるように、

例えば政府系の金融機関であれば、そういう

設備購入等に利子の安い資金等、具体的には

マル経等でございますけれども、そういうの

が活用できますので、そういう意味では活用

件数というのは少なくなっているというのが

現状でございます。 

 ただ、信用力の低い中小企業といいます

か、小規模事業者にとっては、財団のほうが

実際に買い受けて、そして貸せるというよう

なことで、実態的な保証のかわりというと何

ですけれども、そういう形での設備がきちっ

と借りれる、使える状態になるというのはメ

リットかというふうに思っております。 

 

○井手順雄委員 よくわかりました。 

 続きまして、産業支援課にお尋ねしますけ

れども、59ページから一連にはずっと事業内

容がありますけれども、こういうのは、企業

の支援とか、大学の研究だとか、教育の推進

とか、こういったやつに予算をつけてやって

おられますけれども、結局、毎回毎回こうや

って出てきますけれども、こういう研究のと

ころ、研究するとか教育するとかいうのは、

直接、結果はすぐには出てこないというのは

よくわかっていますが、こういった支援をし

てこういった効果が出ていますよというの

が、どこにも出てこぬとですよね。我々がわ

からないというところがあります。これだけ

支援して、これだけの発明、例えば、この大

学が発明しましたとか、これだけの人材がで

きましたとか、そういった成果をどこかで出

していただければわかりやすいと思うんです

が、いかがでしょうか。 

 

○奥薗産業支援課長 そういった成果を出す

のが本当の話でございますので、そういう形

でまた御報告できるように努力したいと思っ

ております。 

 

○井手順雄委員 今のところは、そういう成

果を出したとか、そういったやつはないんで

すね。 

 

○奥薗産業支援課長 いろんな取り組みをや

っておりますので、個々の部分で成果を出し

たりというようなことはございますけれど

も、非常に細かなことになりますので、こう

いう議会の場で、何といいましょうか、数字

で出すとかいうことは余りしたことがなかっ

たので、ちょっと努力をしてみたいと思って

おります。 

 

○井手順雄委員 よかったら、この委員会で

も、そういった資料を附属資料としてつけて

いただければ、我々もまた県民に対してのア

ピールができるというか、説明ができますの

で、よろしくお願いします。 

 続きまして、引き続き産業支援課ですけれ

ども、66ページ。 

 15番の阿蘇砕石場の調査事業というのがあ

りますけれども、ここに書いてありますけれ

ども、平成28年度末に終了ということであり

ますが、これは終了するんですかね、実際。 

 

○奥薗産業支援課長 現在２社が操業してお

ります。それが地権者との契約が28年末とい

うことでございまして、それまでに終掘とい

いましょうか、掘ることをやめるということ

を目標に、今地元に入って調整をしていると

ころでございます。 

 

○井手順雄委員 目標は、県の目標であっ

て、業者の目標じゃないんでしょう。 

 

 - 30 -



 

第２回 熊本県議会経済環境常任委員会会議記録（平成25年４月24日) 

○奥薗産業支援課長 業者としては、まだや

りたいというような意向はございますけれど

も、地元と業者の契約の上で事業が成り立っ

ておりますので、そこら辺のことを、全体的

な地域振興の観点も踏まえまして、今話し合

いをしているところでございます。 

 

○井手順雄委員 じゃあ、まだこの終掘に当

たりというのは、これは間違いですね。 

 

○奥薗産業支援課長 終掘に持っていくため

に、そういう……。 

 

○井手順雄委員 持っていくためにと書か

な、しょんなかですね、これは。間違いです

ね。訂正をお願いします。 

 

○奥薗産業支援課長 はい。 

 

○井手順雄委員 それと関連でですけれど

も、今こうやって砕石場というのは、何業者

で何カ所あるんですか、陸上で。 

 

○奥薗産業支援課長 大体100カ所程度やっ

ていると。 

 

○井手順雄委員 何業者。 

 

○奥薗産業支援課長 業者数については、ち

ょっと今手元にございません。 

 

○井手順雄委員 それに対して、規制という

のは、あらかたの申請書を出していただきま

すけれども、それを全部クリアできれば、別

に問題なく県は申請を受理するという状況で

しょうか。 

 

○奥薗産業支援課長 さようでございます。 

 

○井手順雄委員 私もよく熊本県内を回りま

すけれども、砕石をとった跡が山肌が明らか

に崩れて、いかにも環境立県くまもとにして

はおかしいなというところがありますし、ま

さにここの砕石場も、この横に参勤交代の石

畳ですか、あの横が砕石場なんですよ。そこ

をこの間県外からの観光客の方と見にいった

ら、観光に行ったら、ばんばんばんばん音が

するわけ、砕石場の発破の音が。あれは何で

すか、自衛隊の演習場ですかと、いや、砕石

場なんですよということで、世界遺産にな

る、あそこはしようと今一生懸命努力されて

おるけれども、こういうのもちょっとひっか

かってくるのかなと、そのとき思いました

ね。 

 ですから、ここに来てやはりそうやって申

請が上がってくれば、何もかんも許可するん

じゃなしに、ここもあらかた削減計画でもつ

くって規制していったらどうですか、この

際。 

 

○奥薗産業支援課長 法的に――よろしいで

しょうか。あの地域は自然公園地域に入って

おります。したがいまして、新規には認めな

いんですけれども、自然公園地域の指定前か

ら操業していたということで、これまでのそ

ういう実績を踏まえて、法規制にかからない

適用除外みたいな形で今まで来ております。 

 そういったところではございますけれど

も、先生おっしゃるように、阿蘇の玄関口と

いうことで、いろんな観点から終掘が望まし

いということは、皆さんコンセンサスが今得

られつつあるというところでございます。 

 そういう法的なところで申し上げれば、地

元が納得して業者とそういう契約関係を解除

して、それでもって終掘につなげていくとい

う形で、今県としても地元に入ってそういう

関係を整えているというところでございま

す。 

 

○井手順雄委員 そういう阿蘇に限らず、今
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熊本県内で100カ所以上の砕石場があると。

これは本当、今後の環境を考えていくなら

ば、ちょっと規制するべきじゃないかと私は

思いますけどね。削減計画でもつくって、何

とか規制していくというような格好もあわせ

て必要だなというふうに思います。ぜひとも

御検討のほどよろしくお願いしたいというふ

うに思いますし、阿蘇のほうも、これ早く終

わらせて何なっとせぬと、見た目が悪い。ひ

とつよろしくお願いします。 

 最後に、87ページ。 

 くまもとブラント推進課にお聞きしますけ

れども、４番。 

 今度こうやって、東京ドームだったり大阪

ドームであったりで本県の産品を展示即売さ

れるということでありますが、熊本県ブース

というのがあるというのはお聞きしましたけ

れども、ほかに熊本県のこういった食料会社

屋さんというかメーカーさんが行って展示即

売されるというのはあるんですか。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 基本的

に、まず、県の物産振興協会に私ども委託い

たしましてブースを出しておりますが、個別

に県内の事業者さんが自分たちでブースを出

店して販売促進を行いたいというふうな希望

もございますので、そういった熊本県関係の

事業者さんと物産振興協会が合同で同じ区画

に出店するということで、より熊本のアピー

ル性を高めていくというふうなことで進めて

いるところでございます。 

 

○井手順雄委員 熊本県ブースというところ

には、業者さんが何業者さんか入るというこ

とですね。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 そのとお

りでございます。 

 

○井手順雄委員 その業者さんたちは、熊本

県ブースに入るときに、出店料としてのお金

を支払わなくちゃいけない。その分と熊本県

ブース以外で熊本県の業者さんが行ったと

き、出店料を払わないかぬ。その差額はどの

くらいあるんですか。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 まず、自

分で出店を希望されるところは、自分でブー

ス代をお支払いになるということでございま

す。それと、それ以外に、幅広く県の物産を

アピールするために、物産振興協会に委託す

るということで幾つかの小間を確保いたしま

す。それぞれが一体となって、ですから、例

えば県の物産振興協会が４ブース出店すると

すれば、ほかに自分で出店を希望するところ

が１ブース、２ブースというのがありますの

で、それを合計して、一つの大きな８ブース

とか10ブースの区画を使って、トータルとし

て熊本県をアピールしていくというやり方で

ございます。 

 

○井手順雄委員 聞き方変えますけれども、

熊本県のブースの中に業者さんが何業者か入

るわけたいね。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 はい、そ

うです。 

 

○井手順雄委員 ここに入る場合は、熊本県

のそういったいろんな食べ物屋さんとか製造

屋さんに広く公募して、出店してみませんか

という公募、どういった選び方でその業者さ

んを決めるんですか。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 そのとお

りです。物産振興協会を通じまして、県内の

各事業者さんたちに広く、こういう場があり

ますので出店しませんかというふうなことで

打診をいたしまして、個別の判断で参加され

ると。そのブースにつきましては、それぞれ
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の特色を持ったブース展開をしていただける

ということになっております。 

 

○井手順雄委員 この間食品関係のそういっ

た会合がありまして、行きましてね、熊本県

ブースに入っとらぬ人、そういったことを一

言も言ってませんよ。そういった公募はあっ

てないと。あってませんと。しかしながら、

私たちも出店したいと。しかしながら、出店

料がばかでかく高いと。しようにもできな

い。しかしながら、熊本県のブースだったら

出店料が要らないみたいなことを言ってまし

たよ。 

 もうちょっと私が言いたいのは、公平性を

持って、今広く応募してますなんてないです

よ。それは一回確かめてください。ぜひとも

皆さんが行けるように、例えば順繰り順繰り

回すとか、こういったときは、そういったと

ころの公平性というのを十分考えて出店して

いただきたいというふうに思いますが、いか

がでしょうか。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 済みませ

ん。これまでの経緯につきましては、きちん

と確認した上で御報告させていただきたいと

思います。 

 

○井手順雄委員 よろしくお願いします。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 ありがと

うございます。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかにどなたか。 

 

○西岡勝成委員 まず、商工観光労働部長

が、熊本県下の景況感、景気感について、先

ほど大まかな話がありましたが、アベノミク

ス、一の矢、二の矢が放たれようとしており

ますけれども、そういう中で、円安になって

輸出産業が非常に活気が続いておるし、ま

た、株高で観光業とか不動産とかいろんな面

で動き出しているのも事実なんですけれど

も、片や円安で燃油高、そしてまた原発が停

止しているゆえに電気代が非常に高くなって

きているということで、まだまだ今の段階

で、かなりまだらな部分が、将来的にはそれ

がずっとうまく転んでいけばそれぞれなれて

いくんでしょうけれども、今の段階で非常に

ある意味、逆に格差が景況感の中でも広がっ

ているような感じがすると思うんですけれど

も、そういう関連の企業からの悲鳴みたいな

声は聞こえてきませんか。 

 

○真崎商工観光労働部長 西岡委員の今御発

言がございましたけれども、まさしくそう

で、輸出関連企業を中心に円安の恩恵をこう

むっている業種、企業がある一方で、例えば

これは電力不足も関連しているんですけれど

も、節電をしなきゃいけないけれども、工場

操業はとめられないために、自家発電機を導

入された製造業というのもございます。 

 そういったところにつきましては、電力は

何とか賄えるんだけれども、原料となるＬＮ

Ｇ――ＬＮＧが多いんですけれども、非常に

高くて、原料費が高くて困っている。あるい

は、原料代そのものの高騰によって直接影響

を受ける、例えば運送業者、トラック協会と

かそういったところも、これは人件費と車の

償却費とガソリン代といいますか燃料代で成

り立っている業種なものですから、そういっ

たところから非常に厳しいという声は私のと

ころに伝わってきております。 

 私どもとしましては、済みません、委員の

質問、電力不足と原料代高騰と２つあったの

で、私も混同して答えてしまいましたけれど

も、例えば電力不足の声というのは、熊本県

の工業連合会あたりから正式な要請等も受け

ましたものですから、経済産業省並びに九州

電力に対して、私どもは、電力値上げは事情

はわかるけれども、県民の生活、あるいは県
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内の中小企業、あるいは企業の生産活動にで

きる限り影響を与えないようなことをお考え

いただきたい、あるいは上げる場合にはきち

んと納得できるまで説明していただきたいと

いう申し入れをやっております。 

 それと、原料代の高くなることについて

は、正直言いまして製造業を中心に全企業さ

んが悲鳴を上げておられる状況だろうと考え

ております。私どもは、じゃあ何か県として

やれないのかというお話につながっていくん

でしょうけれども、この原料代高騰につきま

して、正直言って、単県の産業施策で、とて

もじゃないけれども、我々は打つ手を持たな

いといいますか、非常に厳しいものがあると

考えております。今の私の感じとしては、そ

ういう感じを持っております。 

 

○西岡勝成委員 本県の農業にしても、施設

園芸が多いので、燃油代の高騰が非常に大き

な影響を与えているし、先ほどトラック協

会、その他製造業でも水産加工業なんてかな

り燃油を使う。漁船は、ある程度の補助金み

たいなものが、対策費があるんですけれど

も、加工業になると、なかなかそこがないん

ですね。 

 そういう中で、やはりその辺は注意をしな

がら見ていかないと、非常にばらつきが多分

円安で出てくる可能性があると思いますの

で、ぜひその辺は注意深く見ながら、国なり

県が対応できる部分はしながらやっていただ

きたいと思います。 

 もう２つありますけれども、１つは、海岸

の漂着ごみの話ですが、先般産業廃棄物協会

の天草支部の総会に行った折に、彼らも一つ

の奉仕で海岸線の清掃作業を行って、その中

で悲鳴を上げておられたのが、海岸線にテト

ラポットがずっとありまして、そこに発砲ス

チロールのごみが粉々になって小さな粒にな

って山ほどたまっとる。潜るにも潜られぬよ

うな状況があるというんですね。 

 この辺は、何か考えて、一時私も発砲スチ

ロールを溶かすリモネンの話をちょっと勉強

したこともありますけれども、何か対策をし

ていかないと、あの発砲スチロールというの

は細かく粒になってしまうんですね、波に洗

われたら。だんだんだんだん小さくなって、

回収は到底じゃないけれどもできなくなりま

すし、その辺のことについて、これは廃棄物

対策課……。 

 

○坂本廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 先生が今おっしゃったことについては、私

も現場を一度把握させていただいて、現状を

確認して対策をまた考えてまいりたいと思い

ますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 

○西岡勝成委員 それはもう早くしとかぬ

と、だんだんだんだんたまる一方ですよ。海

の環境に非常に悪いと思います。井手先生が

よく御存じだと思いますけれども。 

 もう１つ、都呂々ダムの件ですが、去年か

らことしにかけて雨は順調に降ってますけれ

ども、その前の年、非常に天草は干ばつで、

都呂々ダムの水位がめちゃくちゃに下がりま

した。そして、今原発がとまっているので、

九電もフル稼働ですよね、火電が。どのぐら

いの水があれば、九電は動かされるの。仮に

どのくらい都呂々ダムに水がなくなったら、

もうとまってしまうのか。塩水も、もちろん

いろいろな機械を冷やすのに使っているとは

思うんですけれども、その辺はどうなんです

かね。 

 

○浦田祐三子委員長 担当課は、どちらに…

…。 

 

○福原工務課長 工務課でございます。 

 今のお尋ねでございますけれども、九州電
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力のほうに都呂々ダムのほうから１日7,000

立方メートル程度だったと思いますけれど

も、水を供給しております。苓北火力の場合

は、70万キロが２基あるということで、２台

動いているときは、そういうぐあいにフルの

水が必要になります。通常の、現在のほうに

なるのかもしれませんけれども、現在はダム

のほうにある程度水がたまっていますので、

一昨年ですかね、のような渇水の状態には今

現在はございませんけれども、一昨年のよう

な状態が今後ないということもはっきりは申

せないんですが、厳しい状況が出てくること

も考えられます。 

 そういうことで、都呂々におきましては、

そういう渇水のときには、ここは簡易水道、

それから農業用水、それから九州電力の火力

というように３つに供給しているんですけれ

ども、３者、それにダムのほう、あわせて４

者で協議会を立ち上げまして、水の使い方等

を工夫しながら乗り切るということで、一昨

年もそういう形で乗り切ったところでござい

ます。 

 今後も、そういうソフト面で今のところは

対応していこうということでやっているとこ

ろでございます。 

 

○西岡勝成委員 非常に火力に頼っている部

分がある中で、地元の町長あたりも、非常に

ダムの水位は――天草は、あのぐらいの干ば

つはしょっちゅう起こります、去年、おとと

しみたいな干ばつは。フル稼働を２基になっ

てやっていますので、ここはちょっと考えて

おかないと、多分火電がとまってしまう可能

性もあるのではないかと私は思うんですね。

多分海の水でも冷やしているんですよね、機

械は。真水ばっかりじゃなくて、いろいろな

ダムの水を使っているのは、全体で使ってい

るんじゃないんでしょうから、その辺はまた

私もわかりませんけれども、しかし、多分ダ

ムが枯渇した場合は、これはもう動かぬよう

になる話ですから、その辺のことも含めて、

これは対応策を考えとかないと、火力にしば

らくは頼らざるを得ぬわけですから、その辺

は、ぜひひとつ地元の九電あたり等も含め

て、将来的な対応も考えていく必要があると

思いますので、お願いしておきます。 

 以上です。 

 

○森浩二委員 ４点ほど。 

 まず、14ページの環境教育ですけれども、

１番の荒玉地区のモデルの環境教育というの

は、どういうのをやるんですか。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 中身は、ＮＰＯ法人などから提案を受けて

コンペ方式で決めていこうと思っております

ので、まだ内容を固めているわけではござい

ませんけれども、私どもで考えておりますの

は、荒尾・玉名地域におきましては、荒尾干

潟ですとか、あるいは竹林、里山などがござ

います。そういったことを活用した自然体験

学習ですとか、あるいは万田坑がございます

し、メガソーラーも立地してきておりまし

て、これはエネルギー政策の転換が図られた

ような歴史がございます。そういった再生可

能エネルギーに関する学習として使えるので

はないか。 

 あるいは、今、玉名市のリサイクルプラザ

ですとか、環境配慮型の工場も立地しており

ますし、また、公共関与処分場の建設という

ものもございますので、そういった循環型社

会を考えるようなきっかけになるような、そ

ういったことが考えられるんじゃないかと、

今のところ想定しているところでございま

す。 

 以上です。 

 

○森浩二委員 次は、24ページの自然公園の

利用事業ですけれども、うちの近辺の小岱山
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の遊歩道は、完全にもうやられてるんです

よ。昔つくった階段の横をみんな歩いてるん

ですけれども、この施設の整備補修等はどう

ふうになっているんですかね。 

 

○江上自然保護課長 小岱山の登山道路も、

うちの予算でいいますと、24ページの自然公

園等施設リニューアル事業で対応しておりま

す。それと、もう１つ、あそこは九州自然歩

道にもなっておりますので、その施設整備の

補修等でも対応するようにしております。 

 

○森浩二委員 これは、今までもあったの、

この事業は。 

 

○江上自然保護課長 ありました。 

 

○森浩二委員 全然、でも補修はしてない

よ。毎年あるけど……。 

 

○江上自然保護課長 わかりました。こちら

も調査しまして、優先順位が高いところから

順番に補修していきたいと思います。 

 

○森浩二委員 はい、お願いしておきます。 

 それと、次は67ページの太陽光ですけれど

も、今こんなに補助を出して太陽光を進めて

ますけれども、寿命が20年から30年だと思い

ますけれども、それぐらいになれば物すごい

産業廃棄物の量になると思いますけれども、

そういう対応は考えて補助金をこれ出してい

るんですかね。 

 

○山下エネルギー政策課長 今先生がおっし

ゃったような課題の提起は、実はなされてお

りますけれども、まだまだ産業廃棄物が出て

きているような状況でございませんので、ま

だ具体的な対策等について県で行っている状

況ではございません。ただ、本当、10年、20

年たってきますと、当然人工のものですの

で、古くなってまいりますので、そういう課

題についても十分視野に入れたところで今後

検討していきたいというふうに思っておりま

す。 

 

○森浩二委員 将来を考えずに、ただ補助金

を出しているという考えじゃないのかな。電

気をつくれ、電気をつくれと。 

 

○山下エネルギー政策課長 補助金につきま

しては、まだまだいわゆる再生可能エネルギ

ーをふやしていこうということで県も目標を

立てておりますので、その最後の廃棄等につ

きましては、視野に入れずにとにかく普及を

促進していきたいということで進めさせてい

ただいているところです。 

 

○森浩二委員 わかりました。 

 最後に、もう１つ。 

 荒瀬ダムの撤去ですけれども、まず１つ、

あれは全部壊したら、コンクリート量という

のはどれだけあるんですかね。 

 

○浦田祐三子委員長 荒瀬の件は、報告事項

の際に荒瀬の件も一括して質疑を受けたいと

思います。 

 

○古里企業局次長 ちょっと済みません。宙

には覚えておりませんが、２万立米ぐらいだ

ったと思いますが。 

 

○森浩二委員 ２万立米。公共関与にちょっ

とお聞きしますが、あれは何立米入っとです

かね。 

 

○中島公共関与推進課長 42万です。 

 

○森浩二委員 ２万で終わっとですか。 

 

○古里企業局次長 ダムの堰堤の一つのいわ
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ゆるコンクリート殻は、あそこに放水路がご

ざいまして、そこに砕いて入れるということ

で、ほぼあそこのダム近辺の中で処理する。

若干ちょっと外に持っていくのがありますが

……。 

 

○森浩二委員 それはおかしか。産業廃棄物

じゃなかつですか。 

 

○古里企業局次長 はい。そこは、いわゆる

それらをきちんとクリアした上で細かく砕い

て、コスト縮減の一環として、事業所内とい

いますか、地元のほうから放水路を埋めてほ

しいということで、それに利活用するという

ことでお話をさせていただいております。 

 

○森浩二委員 そしたら、どこでも、どんな

工事現場でも、コンクリート殻が出たとき、

地元が何かしてくれと言えば、産業廃棄物に

ならぬとですか。 

 

○古里企業局次長 そこは、産業廃棄物上の

要件をちゃんときちんとクリアした上で、そ

ういうコスト縮減の方法として入れ込んでい

ると……。 

 

○森浩二委員 いやいや、そのクリアという

と、どういうクリアをしとる……。 

 

○古里企業局次長 ちょっとその部分は、私

どもが荒瀬ダムの資金を整理する上で大変重

要なことでしたので、そこはきちんと整理し

ておりますので、ちょっと時間をいただいて

御報告させていただいてよろしゅうございま

すか。 

 

○坂本廃棄物対策課長 廃棄物の問題なの

で、私のほうから。 

 先生御指摘のように、産業廃棄物になりま

すが、産業廃棄物を処理して破砕して細かく

して、そして再利用という形でできますの

で、そういう形を今次長のほうは説明したの

かなというふうに思います。ただ、一度処理

施設に持ち込んで処理をするということは必

要です。そのままの形では使えませんので。 

 

○森浩二委員 コンクリートをクラッシャラ

ンみたいに破砕して、同一現場で使うという

ことで許可が出とっとですかね。 

 

○古里企業局次長 いわゆる細かく砕くプラ

ントを設けまして、そこで砕いて処理をする

というものでございます。砕いたコンクリー

ト殻をそのまま入れるということではござい

ません。 

 

○森浩二委員 じゃあ、後できちんと説明し

てください。 

 

○浦田祐三子委員長 よろしいですか。ほか

に質疑はございませんか。 

 

○小早川宗弘委員 44ページ、45ページの

５、商店街まちづくり推進事業と６番の熊本

まちなかリーダー育成事業についてちょっと

聞きたいことがありますけれども、まず５番

の商店街まちづくり推進事業、これ1,918万

円の予算ということで、商店街のまちづくり

推進にしてはもっと予算をつけてほしいなと

いうふうな気持ちでありますけれども、これ

は去年どれぐらいの団体が使われたのかとい

うふうなことと、あと６番、まちなかリーダ

ー育成事業についても、これ190万円。現

在、何人ぐらいが受講して、どういった活動

をされているのか、詳しくでなくてよかです

けれども、簡単に概要を教えてください。 

 

○伊藤商工振興金融課長 商店街まちづくり

推進事業でございますけれども、これにつき

ましては、５団体でハード事業が２件、それ
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からソフト事業が６件されております。 

 それと、熊本まちなかリーダー育成事業で

ございますけれども、これにつきましては、

昨年は12名受講されまして、実際リーダーの

認定を取られた方が９名でございます。 

 

○小早川宗弘委員 その９名の方の活動の状

況というのは……。 

 

○伊藤商工振興金融課長 この育成事業の中

で、それぞれその商店街等のいわゆる活性化

計画をつくっていただきまして、その計画を

具体化していただくというような活動をして

いただくというスキームをつくっておりま

す。 

 例えば、これ23年度から事業としては行っ

ておるんですけれども、23年度に受講された

方の中で、１～２件ですけれども、具体的に

まちづくりの通年を通したイベント事業をさ

れたりとか、そういう活動を具体的に実践し

ていただいているということでございます。 

 

○小早川宗弘委員 済みません。私も、最近

ちょっと中心市街地の方々といろいろ交流を

する機会が多くなって、中心市街地あるいは

商店街の活性化ということは、非常に地域の

大きな課題だというふうに思いますけれど

も、これは長年の課題なんですよね。 

 県も、商工観光労働部以外でもいろいろま

ちづくりの予算がついてますけれども、何か

効果が余り見えぬというふうなことを感じて

おりますので、しっかりとこういう予算が少

なくても十分に活用できるように考えていた

だきたいというふうなこと、あと、商店街の

方々もなかなかこういう補助金があるという

のを気づかっさんだったりするもんだけん、

できるだけＰＲをしてほしいなと。 

 このリーダー育成事業も非常におもしろい

内容の事業かなというふうに思いますし、あ

と補助金申請に当たっては、何かある人から

聞いたんですけれども、あれも出してくれ、

これば出してくれと言うてから、かなりハー

ドルが高からしかですね、補助金申請の書類

が。それにばかり何かエネルギーがとられ

て、本来のまちづくりがでけぬというか、も

う補助金取ったら終わりだというふうな感覚

も、その地元の方々にはそういう感覚があら

れるけん、なかなか補助申請しにっかという

ふうな話も聞きますので、できるだけハード

ルを低くして書類関係も簡素化していただき

たいというふうに思います。 

 何よりも、こういういろいろな補助金を使

って次につなげることが大切だと思いますの

で、そういう視点で事業を展開していただけ

ればと思います。 

 以上です。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はございま

せんか。 

 

○磯田毅委員 75ページの国際コンテナ利用

拡大助成事業についてお尋ねします。 

 全部で8,100万円ほどのコンテナの補助が

出ておりますけれども、これは大体八代港と

熊本港が主だと思いますけれども、この予算

の背景になった予想数量というのはあります

か。 

 

○寺野企業立地課長 ちょっとお待ちくださ

い――１万2,100ＴＥＵを想定しておりま

す。 

 

○磯田毅委員 港別のやつは。 

 

○寺野企業立地課長 八代が２で、熊本が１

と見込んでおります。２対１の割合です。 

 

○浦田祐三子委員長 よろしいですか。 

 

○磯田毅委員 ちょっとじゃあいいですか。 
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 実は、私は、この前一般質問したとき、北

海道にうちの荷物が700トン、ＪＲ貨物で―

―この１ＴＥＵ、20フィートコンテナでしょ

う、これは。 

 

○寺野企業立地課長 はい。 

 

○磯田毅委員 20フィートコンテナ当たり、

実は10万8,000円の運賃がかかるわけです

ね、北海道まで。３日間かけて、トマト積ん

で、そして温度が高い場合は、それにドライ

アイスを20キロとか30キロとか、温度によっ

て違いますけれども、それを入れて送るわけ

なんですけれども、この場合、八代港から、

今月だったですか、新しいコンテナ航路がで

きたと聞きましたけれども、その運賃が大体

大連まで幾らくらいですか、１ＴＥＵあた

り。 

 

○寺野企業立地課長 具体的な数字は、申し

わけありません、把握してませんが、多分10

万円は超えるものと思っております、10数万

円は。 

 

○磯田毅委員 それに対して、八代市と熊本

市、両市とも同額の補助金ありますよね。新

規の場合は２万円ですか。ということは、マ

イナス２万円になるわけですね。大分安くな

りますね。これはなくてもあるような状態を

つくり出さんといかぬと私は思いますけれど

も――はい、いいです。 

 

○浦田祐三子委員長 よろしいですか。どな

たか。 

 

○東充美副委員長 １点だけ要望で、私から

よかですか。 

 またくまもとブランド推進課なんですけれ

ども、くまモンというのが国内的にすごいあ

れで、もう３歳児の子供から知っているよう

な感じなんですけれども、効果が大したもの

と言われております。国内、あるいは、これ

は何ページかな、86ページかな。 

 このくまモンの商標管理ということで、国

内はいいんですけれども、海外においてまが

いものというものが中国あたりでもよく出ま

すけれども、にせブランドとかよくあります

けれども、そういうところの商標管理とか今

進めておられると思うけれども、これは大体

どういう感覚で、どの国を対象にとか、そう

いうのをやっておられるのか。それとも、何

といいますか、全体的にほかの海外、アジア

なのか、そのほかも考えておられるのか、そ

の辺はどこだったかな、ブランド課。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 商標につ

きましては、大体工業製品からサービスに至

るまで、45の区分においてさらに細かく分か

れるんですけれども、商標の登録の制度がご

ざいます。 

 その中で、国内につきましては、たしか記

憶では28区分ぐらいにつきましてくまモンと

いう文字につきまして登録をしているところ

でございます。 

 あわせまして、海外ですけれども、実は昨

年２月ぐらいから準備を進めておりまして、

今アジアのほうを中心といたしまして、基本

的に知事がトップセールスで出かける国、具

体的には、韓国、中国本土、香港、台湾、そ

れからシンガポールですけれども、これらの

国々におきまして、45分類のうちの15の分類

につきまして、まずは文字についての商標登

録というものを今申請しているところでござ

います。 

 一部の国におきましては、既に登録が済ん

だというふうな報告も来ているところでござ

います。これにつきましては、実は今申し上

げました国のほとんどが、いわゆる中文とい

うか、中国語の現地での語の登録というもの

も並行して行っているところでございますの
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で、それぞれの国の事情に応じて登録の手続

が順調に進んだり、そうでないところもござ

います。 

 あわせまして、今後は、本来ですと著作権

で保護されるであろうくまモンのイラストに

つきましても、万全を期するために商標登録

ということを進めていくことを今検討してい

るところでございます。 

 あわせまして、登録をすることによってに

せものが排除できるかというと、必ずしもそ

うではないわけでありまして、現地でさまざ

まなにせものが仮に出てきているというふう

にした場合、私ども日本国内においてまず承

知することができないのと同時に、どういっ

た形で法的な手続等をとればいいのかという

ふうなことについては、正直申しまして、ま

だまだ素人でございます。 

 そういうことを解決するためにも、今後は

専門家のお知恵をかりながら商標の登録及び

管理を進めるとともに、先々には県内のさま

ざまな事業者等がいわゆる貿易ということで

県産品の輸出にくまモンが使えるような環境

づくりというのを進めてまいりたいと考えて

いるところでございます。 

 

○東充美副委員長 この問題は、多分今言わ

れたように、万が一にせものが出てきたとき

に対処の方法がないというのは、もう本当大

変だと思うんですけれども、だから今韓国あ

たりからとか中国あたりから、こちらにどん

どんお客さんがおいでになっている。もうそ

れは大変いいことなんですけれども、だか

ら、例えばブランド推進課だけでなくて、情

報をいっぱいとるためには、これは観光課も

あるいは国際課も横の連携を十分とってほし

いなと思うんですよ。まずにせものが出てく

ると思いますからね。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 国際課

が、現在上海のほうに熊本県が事務所を出し

ておりまして、県職員を常駐させております

ので、そういったところとも連携を図りなが

ら、さらに熊本県貿易協会もございますの

で、そういったところとも御協力を仰ぎなが

ら情報収集には努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 

○東充美副委員長 本当のくまモンのイメー

ジが壊されないような形、もう本当に似たよ

うな形が出てきたときに、くまモンというも

のが、本当の熊本のくまモンのイメージが壊

れないような形で、ぜひその辺も考えてやっ

てほしいと思います。これは要望です。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 はい、か

しこまりました。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はございま

せんか。よろしいですね。なければ、これで

質疑を終了したいと思います。 

 次に、その他の報告事項に入ります。 

 報告の申し出が、環境生活部から１件、企

業局から１件あっております。 

 まず、それぞれ担当課長から説明を受けた

後に、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告①につきまして、水俣病保

健課と水俣病審査課から説明をお願いしま

す。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 報告事項の１ページのほうをお願いいたし

ます。 

 １の関西訴訟最高裁判決以降の経緯につき

まして、記載をしております中から主なもの

を御説明いたします。 

 平成16年10月15日、関西訴訟最高裁判決が

出されました。11月29日、県が水俣病対策案

を環境省へ提出をいたしました。17年４月７

日、環境省が今後の水俣病対策を発表いたし
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ました。 

 １つ飛びまして、18年５月31日、県議会水

俣病対策特別委員会委員長が、一時金等を含

む救済策を講じることなどの要請書を提出さ

れております。21年７月８日、水俣病被害者

救済特別措置法が成立をいたしております。 

 １つ飛びまして、平成22年５月１日、慰霊

式に総理大臣が御出席になり、特措法の救済

の申請受け付けを開始いたしております。23

年３月15日、不知火患者会の訴訟につきまし

て、和解議案が県議会で議決をされておりま

す。 

 次のページをお願いいたします。 

 上から４つ目でございます。平成25年４月

16日、水俣病認定申請棄却処分取消・認定義

務付け訴訟につきまして、最高裁判決が出さ

れております。判決の概要につきましては、

後ほど審査課長のほうから御説明がありま

す。 

 ２の特措法による救済の取り組みについて

でございます。 

 申請者数は、４万2,961人でございます。

そのうち、生存者の方で一時金を御希望の方

が、下の表の小計欄に記載をしておりますと

おり２万7,880人でございます。 

 県といたしましては、対象者の迅速な確定

に向けまして努力を行いますとともに、相談

窓口での対応やフォローアップ事業に取り組

んでまいります。 

 保健課は以上でございます。 

 

○中山水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 引き続き、資料の３番から御説明いたしま

す。 

 認定業務の状況について、(1)認定申請の

状況ですが、25年３月31日現在、認定申請者

数は230人となっております。 

 認定検診の状況ですが、医療機関、水俣市

立総合医療センター及び東京、名古屋、大阪

の各国立医療センターへの委託検診のほか、

県が水俣市立総合医療センター内に場所を借

りて県からの派遣医師による検診を実施して

おります。 

 (3)認定審査会の状況ですが、平成24年度

は３回、審査件数は61件、今年度も同様の開

催を予定しております。 

 ４、水俣病に関する裁判の状況についてで

す。 

 最高裁で審理されていた水俣病認定申請に

係る２件の行政事件訴訟、棄却処分に対する

取消及び認定義務付けを求める訴訟について

は、去る３月15日に口頭弁論が開かれ、４月

16日に判決が言い渡されました。判決内容に

ついては、この後また別紙で報告いたしま

す。 

 そのほか、現在、国、県及びチッソを被告

とする国家賠償等請求訴訟が１件提起されて

おります。 

 今後も、損害賠償請求権の存否等に関し

て、司法の場で主張、立証していくこととし

ております。 

 それでは、恐れ入りますが、別紙の１枚の

紙をお出しいただきたいと思います。 

 表題は、水俣病認定申請者棄却処分に係る

最高裁判決についてという資料でございま

す。お手元にありますでしょうか。１枚の用

紙でございます。水俣病認定申請者棄却処分

に係る最高裁判決……（「２枚」と呼ぶ者あ

り）１枚物でございます。（「片面、２枚にな

っています」と呼ぶ者あり）失礼いたしまし

た。では、よろしいでしょうか。 

 それでは、最高裁判決についてということ

で、１番、これまでの経緯について申し上げ

ます。 

 ２つの裁判がございます。 

 まず、(1)水俣の女性の御遺族が原告とな

った訴訟、これは認定申請者、もう既にお亡

くなりになっておられますが、の御遺族が、

県が行った水俣病認定申請棄却処分、水俣病
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でないという処分に対して、処分の取り消し

と認定の義務づけを求める訴訟を熊本地裁に

提起されました。熊本地裁では、県の主張が

認められたものの、福岡高裁では、県の主張

が認められなかった、つまり水俣病であると

されたことから、県が最高裁に上告していた

ものです。 

 平成25年４月16日、最高裁は県の上告を棄

却する判決を言い渡しました。その結果とし

て、水俣病であると裁判所が判断したところ

でございます。 

 (2)大阪の女性が原告となった訴訟です。 

 この方は、平成16年10月の水俣病関西訴訟

最高裁判決において損害賠償が認められた大

阪府在住の女性です。この方が、県が行った

水俣病認定申請棄却処分、つまり水俣病でな

いという処分に対して処分の取り消しと認定

の義務づけを求める訴訟を大阪地裁に提起さ

れました。 

 大阪地裁では、県の主張が認められなかっ

たものの、大阪高裁では県の主張が認められ

た、つまり水俣病でないとされたことから原

告側が最高裁に上告していたものです。これ

も、同じく平成25年４月16日、最高裁は、水

俣病に罹患していたか否かについて、さらに

審理を尽くすべきとして、大阪高裁に差し戻

しをいたしました。つまり、大阪高裁で再度

審理するということになりました。 

 この資料の下に水俣の女性の方、大阪の女

性の方の経緯を書いておりますが、詳細の説

明は省略させていただきます。 

 それでは、次のページをお願いいたしま

す。 

 ２、最高裁判決のポイント及び県の考え方

でございます。この考え方は、２つの裁判に

共通する内容となっております。 

 今回の最高裁判決を厳粛に受けとめ、県と

しては、判決のポイントを次の３点と認識し

ております。 

 以下、３点ございます。 

 判決は、一定の症候の組み合わせがあった

場合には水俣病と認められるとする昭和52年

判断条件、これは下に注がありますが、米印

がありますが、これは国が水俣病かどうかを

判断するために示しているものでございま

す。この判断条件は、多くの申請について迅

速かつ適切な判断を行う上で合理性があると

最高裁判決で認められたこと。 

 ２番、ただし、その症候の組み合わせがな

い場合にも、都道府県知事は、医学的判断の

みならず、必要に応じた多角的、総合的な見

地からの検討が求められたこと。 

 ３番、こうした都道府県知事の判断の適

否、つまり水俣病である、または水俣病でな

いと判断したことの適否については、裁判所

が個々の事情と関係症候を総合的に検討して

判断できるとしたこと。 

 これらの３つの認識については、判決の当

日の夜、直ちに県の考え方として環境省に伝

えました。 

 この３つのポイントのうち、特に②のとこ

ろですが、総合的な検討とございます。これ

に関しましては、去る４月19日、閣議後の会

見で、石原環境大臣から、水俣病の認定に当

たって、必要に応じて多角的、総合的な見地

から検討することの重要性を判決は指摘して

おり、その趣旨をしっかりと踏まえて、その

あり方の具体化を急ぐよう事務方に指示をし

た旨の発言がありました。これは、県知事の

思いを伝えていたことに対して応えていただ

いたものと認識しています。 

 今後、環境省において、多角的、総合的な

見地からの検討の具体化が進められると思わ

れ、県としてもしっかりと対応してまいりた

いと思っております。 

 ３番、判決後の動きでございます。 

 まず、水俣の女性の御遺族が原告となった

訴訟については、４月16日の最高裁判決の認

定義務づけを受け、４月19日付で水俣病と認

定いたしました。大阪の女性が原告となった
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訴訟については、判決内容をさらに精査し、

今後の対応を検討しております。 

 以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、報告事項の②に

ついて、企業局から説明をお願いします。 

 

○古里企業局次長 企業局でございます。 

 報告事項の企業局の関係、Ａ４縦でござい

ます。荒瀬ダムの本体等の撤去工事の進捗状

況でございます。 

 １ページをお願いします。 

 まず、１の平成24年度の工事の状況でござ

います。申しわけございませんが、２ページ

の写真で御説明申し上げたいと思います。 

 まず、下流の状況でございます。 

 ２ページ上の写真でございます。河川内を

閉め切り、下の写真のとおり、トンネルの掘

削機、これによりまして放流工を掘削し、既

に上流まであと1.7メーターを残すだけとい

うような状況でございます。 

 次に、上流でございます。 

 ３ページ裏をお願いしたいと思います。 

 左の上でございますが、これはダムの断面

図でございまして、そこにありますように、

ゲートの設置箇所の下にございますが、岩盤

が発見されました。これを掘削するための工

期を５月まで延長し、中段の写真のとおりで

ございますが、岩盤を掘削して、その除去に

取り組んだところでございます。 

 その後、機械で除去し切れなかった部分が

ございました。潜水士の手作業により取り除

いたのでございますが、この作業に予想外の

時間を要し、現在、下段の写真のとおり、１

門目のゲートの設置に取り組んでいるところ

であります。 

 上段の右側のほうにイメージ図がございま

す。 

 水位低下ゲートは、２門を設置する予定で

進めておりました。このまま２門を並行して

作業した場合、５月までに工事が終わらない

というような可能性が出てまいりました。 

 そのため、確実に上流の水位を低下させる

ため、下流に向かって右側のローラーゲー

ト、これを先に５月までに取りつけることと

したものでございます。残りました左側のス

ライドゲートは、今年の秋、11月以降に設置

することとしております。 

 １ページにお戻りいただきたいと思いま

す。 

 ２の平成25年度の工事予定でございます。 

 図の赤色の部分を撤去する予定でございま

す。今申し上げました残された水位低下装置

の１門の設置、それから洪水吐きゲート及び

右門の門柱、管理橋を撤去する予定でござい

ます。 

 また、点線で囲んでおります門柱等を６月

から10月中の出水期に撤去することにより、

全体工程は、計画どおり６年間でダム撤去を

完了するということで検討を今進めていると

ころでございます。 

 それから、先ほど森委員から御質問ありま

したダム堰堤のコンクリートの量でございま

すが、約２万6,000立米でございます。この

うち、１万7,000立米を、さっき言いました

放水口のほうのトンネルに河川の上流の河川

ヤードに小割りのプラントをつくりまして、

そこで小さく割った上で、放水口のほうに持

っていって、そこに埋めるというような工法

を予定しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 以上で報告の説明が終

了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はございませんか。 

 

○西岡勝成委員 水俣病の件ですけれども、

そのあり方をしっかりと踏まえて、趣旨をし

っかりと踏まえて、そのあり方の具体化を急

ぐように事務方に指示をしたと環境相が言わ
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れておりますけれども、この辺は大体時期的

にどのぐらいの時期になるのか。また、これ

によってやっぱり今後の裁判、判断材料にも

かなり影響してくると思うんですね。蓋然性

といいますか、水俣病を一点だけじゃなくて

いろいろな角度からやっぱり見る必要がある

という指摘だと思うんですね、裁判所の判断

は。 

 その辺は、非常にやっぱり蓋然性という

か、多角的、総合的という言葉ではわかるん

ですけれども、非常に判断というのは難しく

なるなという感じがするんですけれども、そ

の辺も踏まえて、部長どうなんですかね。 

 

○中山水俣病審査課長 総合的な検討につい

ての具体化ですが、環境省は、総合的な検討

を含む認定基準の運用について、各県の協力

を得ながら一層適切に取り組むとしておりま

して、その具体化の検討が進められるものと

思っておりますけれども、そのスケジュール

というものにつきましては、今のところまだ

わかっていない状況でございます。 

 それから、裁判への影響につきましても、

現時点では、その影響についてはまだわから

ない状況でございます。 

 

○谷﨑環境生活部長 その総合的検討につき

ましては、これまでの認定審査会の中でも医

学的・総合的検討というのはやってまいりま

して、その結果として、少なからず４件の認

定した例がございました。これは裁判資料と

しても出しております。 

 今回の最高裁が示した総合的な見地からの

検討というのをどのように捉えるかという部

分につきましては、非常に、先ほど西岡委員

からもお話がありましたように、非常に難し

い課題であると我々も認識しておりまして、

国のほうに対しても、今ここに大臣が、その

具体化を急ぐようにという指摘をしておられ

ますので、我々としても、その作業に対しま

して必要に応じて意見を申し上げていく機会

があれば申し上げていきたいなと思っていま

すが、非常にその捉え方、それから作業とい

うのは難しいものになるんじゃないかとは考

えております。 

 

○西岡勝成委員 一番現場に近いのは県です

から、国に対して、今までの経緯も踏まえ

て、意見が具申をできるようなものがあった

ら伝えながら、ぜひ、多角的・総合的な見地

というものを、ある程度確立していかなくて

はしようがないと思うんですね。その辺は、

やっぱり国に対してもきちんと熊本県の意見

を伝えてほしいと思います。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかにどなたか質疑は

ございませんか。 

  （松岡徹議員「いいですか」と呼ぶ） 

○浦田祐三子委員長 松岡議員、発言は何に

ついて…… 

  （｢ちょっと待って」｢ちょっと待ってく

ださい」｢水俣病の」｢委員会に聞かな

いかぬ」｢諮って」と呼び、その他発

言する者あり） 

○浦田祐三子委員長 はい、諮らせていただ

きます。水俣病の件に関しまして。 

 ただいま、松岡議員から発言の申し出があ

りました。 

 この際、これについてお諮りをしたいと思

います。 

 松岡議員からの水俣病についての発言の申

し出を許可することに御異議ございません

か。 

  （｢反対」「反対します」と呼ぶ者あり） 

○浦田祐三子委員長 御異議がありましたの

で、挙手により採決をいたします。 

 松岡議員からの水俣病についての発言の申

し出を許可することに賛成の委員の挙手を求

めます。 

  （賛成者挙手) 
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○浦田祐三子委員長 挙手少数と認めます。 

よって、松岡議員の発言を認めないこと

に決定いたしました。 

よろしいですか。 

 なければ、これで質疑を終了いたします。 

 それでは、最後にその他でございますが、

委員の先生方から何かございませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり） 

○浦田祐三子委員長 なければ、以上で本日

の議題は全て終了いたしました。 

 これをもちまして、第２回経済環境常任委

員会を閉会いたします。 

 お疲れさまでございました。 

  午後４時５分閉会 
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